
〇 〇
そ の 他 告 示

５ 募 入 決 定 の 方 法
 価格競争入札発行 各申込みのうち応募価格の高いものからその応募額を順次割り当てる。
 非競争入札発行 各申込みの応募額を案分により割り当てる。
 国債市場特別参加
者・第Ⅰ非価格競
争入札発行

各国債市場特別参加者ごとの応募限度額の範囲内において各申込みの応募
額を割り当てる。

６ 発 行 額
 価格競争入札発行 額面金額で2145400000000円

うち、財政運営に必要な財源の確保を図るための公債の発行の特例に関す
る法律第３条第１項の規定に基づき発行した利付国債については、額面金
額で1948308350000円、特別会計に関する法律第46条第１項の規定に基
づき発行した利付国債については、額面金額で197091650000円

 非競争入札発行 特別会計に関する法律第46条第１項の規定に基づき発行した利付国債につ
いて、額面金額で165000000円

 国債市場特別参加
者・第Ⅰ非価格競
争入札発行

特別会計に関する法律第46条第１項の規定に基づき発行した利付国債につ
いて、額面金額で654000000000円
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７ 払 込 金 額
 価格競争入札発行 2145061525000円
 非競争入札発行 164973600円
 国債市場特別参加
者・第Ⅰ非価格競
争入札発行

653895360000円

８ 最 低 額 面 金 額 50000円
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〔 そ の 他 告 示 〕

〇 国 債 の 発 行 等 に 関 す る 省 令 第 五 条 第

十 一 項 の 規 定 に 基 づ き 発 行 し た 利 付

国 債 の 発 行 条 件 等 を 告 示

（ 財 務 二 七 八 〜 二 八 五 ）

〇 国 債 の 発 行 等 に 関 す る 省 令 第 六 条 第

十 一 項 の 規 定 に 基 づ き 発 行 し た 利 付

国 債 の 発 行 条 件 等 を 告 示

（ 同 二 八 六 〜 二 八 八 ）

〇 個 人 向 け 国 債 の 発 行 等 に 関 す る 省 令

第 四 条 第 十 四 項 の 規 定 に 基 づ き 発 行

し た 個 人 向 け 国 債 の 発 行 条 件 等 を 告

示 （ 同 二 八 九 〜 二 九 一 ）

〇 東 京 国 際 空 港 及 び 利 尻 空 港 の 航 空 灯

火 の 変 更 に 係 る 告 示 に つ い て 変 更 を

加 え た 件 （ 国 土 交 通 一 二 一 九 ）

〇 住 宅 の 品 質 確 保 の 促 進 等 に 関 す る 法

律 の 規 定 に 基 づ く 指 定 住 宅 紛 争 処 理

機 関 の 住 所 等 を 変 更 す る 件

（ 同 一 二 二 〇 ）

〔 公 告 〕

諸 事 項

裁 判 所
破 産 、 免 責 、 再 生 関 係

特 殊 法 人 等

日 本 弁 護 士 連 合 会 裁 決 取 消 訴 訟 の 判

決 確 定 ・ 懲 戒 処 分 ・ 公 示 送 達 関 係

地 方 公 共 団 体

解 散 命 令 、 教 育 職 員 免 許 状 失 効 、 行

旅 死 亡 人 関 係

会 社 そ の 他

会 社 決 算 公 告

〇 財 務 省 告 示 第 二 百 七 十 八 号

国 債 の 発 行 等 に 関 す る 省 令 （ 昭 和 五 十 七 年 大 蔵 省 令 第 三 十 号 ） 第 五 条 第 十 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 令

和 八 年 九 月 一 日 に 発 行 し た 利 付 国 債 の 発 行 条 件 等 を 次 の と お り 告 示 す る 。

令 和 八 年 十 月 十 四 日 財 務 大 臣 片 山 さ つ き

１ 名 称 及 び 記 号 利付国庫債券（２年）（第488回）
２ 発行の根拠法律及び
その条項

財政運営に必要な財源の確保を図るための公債の発行の特例に関する法律
（平成24年法律第101号）第３条第１項及び特別会計に関する法律（平成
19年法律第23号）第46条第１項

３ 振 替 法 の 適 用 等 社債、株式等の振替に関する法律（平成13年法律第75号。以下「振替法」
という。）の規定の適用を受けるものとし、その振替機関は日本銀行とする。

４ 発 行 方 法 価格を競争に付して行われる入札（以下「価格競争入札」という。）による
発行（以下「価格競争入札発行」という。）、価格競争入札と同時に行われ
る入札であって、価格競争入札において定められた利率をその利率とし、
価格競争入札において募入の決定を受けた各申込みの応募価格を募入額に
より加重平均して得られる価格をその発行価格とするものによる発行（以
下「非競争入札発行」という。）及び価格競争入札と同時に行われる入札で
あって、財務大臣が各国債市場特別参加者ごとに応募限度額を定めるもの
による発行（以下「国債市場特別参加者・第Ⅰ非価格競争入札発行」とい
う。）





５ 募 入 決 定 の 方 法
 価格競争入札発行 各申込みのうち応募価格の高いものからその応募額を順次割り当てる。
 非競争入札発行 各申込みの応募額を案分により割り当てる。
 国債市場特別参加
者・第Ⅰ非価格競
争入札発行及び国
債市場特別参加者
・第Ⅱ非価格競争
入札発行

各国債市場特別参加者ごとの応募限度額の範囲内において各申込みの応募
額を割り当てる。

６ 発 行 額
 価格競争入札発行 額面金額で1915400000000円

うち、財政運営に必要な財源の確保を図るための公債の発行の特例に関す
る法律第３条第１項の規定に基づき発行した利付国債については、額面金
額で996659600000円、特別会計に関する法律第46条第１項の規定に基づ
き発行した利付国債については、額面金額で918740400000円

 非競争入札発行 特別会計に関する法律第46条第１項の規定に基づき発行した利付国債につ
いて、額面金額で208000000円

 国債市場特別参加
者・第Ⅰ非価格競
争入札発行

特別会計に関する法律第46条第１項の規定に基づき発行した利付国債につ
いて、額面金額で583700000000円

 国債市場特別参加
者・第Ⅱ非価格競
争入札発行

特別会計に関する法律第46条第１項の規定に基づき発行した利付国債につ
いて、額面金額で220800000000円
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９ 振 替 単 位 振替法の規定による振替口座簿の記載又は記録は、最低額面金額の整数倍
の金額によるものとする。

10 発 行 日 令和８年９月１日
11 発 行 価 格
 価格競争入札発行 額面金額100円につき99円95銭以上のそれぞれの応募価格
 非競争入札発行及
び国債市場特別参
加者・第Ⅰ非価格
競争入札発行

額面金額100円につき99円98銭４厘

12 利 率 年17％
13 初 期 利 子 令和９年３月１日を支払期とし、次の算式により算出した金額を支払う。

ただし、支払期が銀行休業日に当たるときは、その翌営業日に支払う（以
下、次号及び第16号において規定する期日について同じ。）。

額面金額× 17100 ×
１
２

14 第２期以後の利子 毎年３月１日及び９月１日を支払期とし、各支払期において、その日以前
６月間に属する利子を支払う。

15 償 還 期 限 令和10年９月１日
16 償 還 金 額 額面金額100円につき100円
17 元 利 金 支 払 場 所 日本銀行
18 入 札 参 加 者 財務大臣から通知を受けた者
19 払 込 期 日 令和８年９月１日

７ 払 込 金 額
 価格競争入札発行 1912230770000円
 非競争入札発行 207646400円
 国債市場特別参加
者・第Ⅰ非価格競
争入札発行

582707710000円

 国債市場特別参加
者・第Ⅱ非価格競
争入札発行

220424640000円

８ 最 低 額 面 金 額 50000円
９ 振 替 単 位 振替法の規定による振替口座簿の記載又は記録は、最低額面金額の整数倍

の金額によるものとする。
10 発 行 日 令和８年９月９日
11 発 行 価 格
 価格競争入札発行 額面金額100円につき99円79銭以上のそれぞれの応募価格
 非競争入札発行、
国債市場特別参加
者・第Ⅰ非価格競
争入札発行及び国
債市場特別参加者
・第Ⅱ非価格競争
入札発行

額面金額100円につき99円83銭

12 利 率 年22％
13 経過利子の払込み 募入決定の通知を受けた者は、払込金額に加え、次の算式により算出した

金額を第20号に規定する期日に払い込むものとする。

額面金額の総額× 22100 ×
81
365

〇 財 務 省 告 示 第 二 百 七 十 九 号

国 債 の 発 行 等 に 関 す る 省 令 （ 昭 和 五 十 七 年 大 蔵 省 令 第 三 十 号 ） 第 五 条 第 十 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 令

和 八 年 九 月 九 日 に 発 行 し た 利 付 国 債 の 発 行 条 件 等 を 次 の と お り 告 示 す る 。

令 和 八 年 十 月 十 四 日 財 務 大 臣 片 山 さ つ き

１ 名 称 及 び 記 号 利付国庫債券（５年）（第187回）
２ 発行の根拠法律及び
その条項

財政運営に必要な財源の確保を図るための公債の発行の特例に関する法律
（平成24年法律第101号）第３条第１項及び特別会計に関する法律（平成
19年法律第23号）第46条第１項

３ 振 替 法 の 適 用 等 社債、株式等の振替に関する法律（平成13年法律第75号。以下「振替法」
という。）の規定の適用を受けるものとし、その振替機関は日本銀行とする。

４ 発 行 方 法 価格を競争に付して行われる入札（以下「価格競争入札」という。）による
発行（以下「価格競争入札発行」という。）、価格競争入札と同時に行われ
る入札であって、価格競争入札において定められた利率をその利率とし、
価格競争入札において募入の決定を受けた各申込みの応募価格を募入額に
より加重平均して得られる価格をその発行価格とするものによる発行（以
下「非競争入札発行」という。）、価格競争入札と同時に行われる入札であっ
て、財務大臣が各国債市場特別参加者ごとに応募限度額を定めるものによ
る発行（以下「国債市場特別参加者・第Ⅰ非価格競争入札発行」という。）
及び価格競争入札の募入の決定をした後に行われる入札であって、財務大
臣が各国債市場特別参加者ごとに応募限度額を定めるものによる発行（以
下「国債市場特別参加者・第Ⅱ非価格競争入札発行」という。）
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５ 募 入 決 定 の 方 法
 価格競争入札発行 各申込みのうち応募価格の高いものからその応募額を順次割り当てる。
 非競争入札発行 各申込みの応募額を案分により割り当てる。
 国債市場特別参加
者・第Ⅰ非価格競
争入札発行及び国
債市場特別参加者
・第Ⅱ非価格競争
入札発行

各国債市場特別参加者ごとの応募限度額の範囲内において各申込みの応募
額を割り当てる。

６ 発 行 額
 価格競争入札発行 額面金額で1989600000000円

うち、財政法第４条第１項の規定に基づき発行した利付国債については、
額面金額で298687750000円、財政運営に必要な財源の確保を図るための
公債の発行の特例に関する法律第３条第１項の規定に基づき発行した利付
国債については、額面金額で707849100000円、特別会計に関する法律第
46条第１項の規定に基づき発行した利付国債については、額面金額で
983063150000円

 非競争入札発行 特別会計に関する法律第46条第１項の規定に基づき発行した利付国債につ
いて、額面金額で3043000000円

 国債市場特別参加
者・第Ⅰ非価格競
争入札発行

特別会計に関する法律第46条第１項の規定に基づき発行した利付国債につ
いて、額面金額で607300000000円

 国債市場特別参加
者・第Ⅱ非価格競
争入札発行

特別会計に関する法律第46条第１項の規定に基づき発行した利付国債につ
いて、額面金額で21300000000円
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14 初 期 利 子 令和８年12月20日を支払期とし、次の算式により算出した金額を支払う。
ただし、支払期が銀行休業日に当たるときは、その翌営業日に支払う（以
下、次号及び第16号において規定する期日について同じ。）。

額面金額× 22100 ×
１
２

15 第２期以後の利子 毎年６月20日及び12月20日を支払期とし、各支払期において、その日以前
６月間に属する利子を支払う。

16 償 還 期 限 令和13年６月20日
17 償 還 金 額 額面金額100円につき100円
18 元 利 金 支 払 場 所 日本銀行
19 入 札 参 加 者 財務大臣から通知を受けた者
20 払 込 期 日 令和８年９月９日

７ 払 込 金 額
 価格競争入札発行 1945057540000円
 非競争入札発行 2974836800円
 国債市場特別参加
者・第Ⅰ非価格競
争入札発行

593696480000円

 国債市場特別参加
者・第Ⅱ非価格競
争入札発行

20822880000円

８ 最 低 額 面 金 額 50000円
９ 振 替 単 位 振替法の規定による振替口座簿の記載又は記録は、最低額面金額の整数倍

の金額によるものとする。
10 発 行 日 令和８年９月２日
11 発 行 価 格
 価格競争入札発行 額面金額100円につき97円64銭以上のそれぞれの応募価格
 非競争入札発行、
国債市場特別参加
者・第Ⅰ非価格競
争入札発行及び国
債市場特別参加者
・第Ⅱ非価格競争
入札発行

額面金額100円につき97円76銭

12 利 率 年27％
13 経過利子の払込み 募入決定の通知を受けた者は、払込金額に加え、次の算式により算出した

金額を第20号に規定する期日に払い込むものとする。

額面金額の総額× 27100 ×
74
365

14 初 期 利 子 令和８年12月20日を支払期とし、次の算式により算出した金額を支払う。
ただし、支払期が銀行休業日に当たるときは、その翌営業日に支払う（以
下、次号及び第16号において規定する期日について同じ。）。

額面金額× 27100 ×
１
２

15 第２期以後の利子 毎年６月20日及び12月20日を支払期とし、各支払期において、その日以前
６月間に属する利子を支払う。

16 償 還 期 限 令和18年６月20日

〇 財 務 省 告 示 第 二 百 八 十 号

国 債 の 発 行 等 に 関 す る 省 令 （ 昭 和 五 十 七 年 大 蔵 省 令 第 三 十 号 ） 第 五 条 第 十 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 令

和 八 年 九 月 二 日 に 発 行 し た 利 付 国 債 の 発 行 条 件 等 を 次 の と お り 告 示 す る 。

令 和 八 年 十 月 十 四 日 財 務 大 臣 片 山 さ つ き

１ 名 称 及 び 記 号 利付国庫債券（10年）（第383回）
２ 発行の根拠法律及び
その条項

財政法（昭和22年法律第34号）第４条第１項及び財政運営に必要な財源の
確保を図るための公債の発行の特例に関する法律（平成24年法律第101号）
第３条第１項並びに特別会計に関する法律（平成19年法律第23号）第46条
第１項

３ 振 替 法 の 適 用 等 社債、株式等の振替に関する法律（平成13年法律第75号。以下「振替法」
という。）の規定の適用を受けるものとし、その振替機関は日本銀行とする。

４ 発 行 方 法 価格を競争に付して行われる入札（以下「価格競争入札」という。）による
発行（以下「価格競争入札発行」という。）、価格競争入札と同時に行われ
る入札であって、価格競争入札において定められた利率をその利率とし、
価格競争入札において募入の決定を受けた各申込みの応募価格を募入額に
より加重平均して得られる価格をその発行価格とするものによる発行（以
下「非競争入札発行」という。）、価格競争入札と同時に行われる入札であっ
て、財務大臣が各国債市場特別参加者ごとに応募限度額を定めるものによ
る発行（以下「国債市場特別参加者・第Ⅰ非価格競争入札発行」という。）
及び価格競争入札の募入の決定をした後に行われる入札であって、財務大
臣が各国債市場特別参加者ごとに応募限度額を定めるものによる発行（以
下「国債市場特別参加者・第Ⅱ非価格競争入札発行」という。）





５ 募 入 決 定 の 方 法
 価格競争入札発行 各申込みのうち応募価格の高いものからその応募額を順次割り当てる。
 国債市場特別参加
者・第Ⅰ非価格競
争入札発行及び国
債市場特別参加者
・第Ⅱ非価格競争
入札発行

各国債市場特別参加者ごとの応募限度額の範囲内において各申込みの応募
額を割り当てる。

６ 発 行 額
 価格競争入札発行 額面金額で532100000000円

うち、財政法第４条第１項の規定に基づき発行した利付国債については、
額面金額で106872300000円、財政運営に必要な財源の確保を図るための
公債の発行の特例に関する法律第３条第１項の規定に基づき発行した利付
国債については、額面金額で42647100000円、特別会計に関する法律第
46条第１項の規定に基づき発行した利付国債については、額面金額で
382580600000円

 国債市場特別参加
者・第Ⅰ非価格競
争入札発行

特別会計に関する法律第46条第１項の規定に基づき発行した利付国債につ
いて、額面金額で167400000000円

 国債市場特別参加
者・第Ⅱ非価格競
争入札発行

特別会計に関する法律第46条第１項の規定に基づき発行した利付国債につ
いて、額面金額で400000000円
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17 償 還 金 額 額面金額100円につき100円
18 元 利 金 支 払 場 所 日本銀行
19 入 札 参 加 者 財務大臣から通知を受けた者
20 払 込 期 日 令和８年９月２日

７ 払 込 金 額
 価格競争入札発行 522774750000円
 国債市場特別参加
者・第Ⅰ非価格競
争入札発行

164470500000円

 国債市場特別参加
者・第Ⅱ非価格競
争入札発行

393000000円

８ 最 低 額 面 金 額 50000円
９ 振 替 単 位 振替法の規定による振替口座簿の記載又は記録は、最低額面金額の整数倍

の金額によるものとする。
10 発 行 日 令和８年９月16日
11 発 行 価 格
 価格競争入札発行 額面金額100円につき98円10銭以上のそれぞれの応募価格
 国債市場特別参加
者・第Ⅰ非価格競
争入札発行及び国
債市場特別参加者
・第Ⅱ非価格競争
入札発行

額面金額100円につき98円25銭

12 利 率 年37％
13 経過利子の払込み 募入決定の通知を受けた者は、払込金額に加え、次の算式により算出した

金額を第20号に規定する期日に払い込むものとする。

額面金額の総額× 37100 ×
88
365

14 初 期 利 子 令和８年12月20日を支払期とし、次の算式により算出した金額を支払う。
ただし、支払期が銀行休業日に当たるときは、その翌営業日に支払う（以
下、次号及び第16号において規定する期日について同じ。）。

額面金額× 37100 ×
１
２

15 第２期以後の利子 毎年６月20日及び12月20日を支払期とし、各支払期において、その日以前
６月間に属する利子を支払う。

16 償 還 期 限 令和28年６月20日
17 償 還 金 額 額面金額100円につき100円
18 元 利 金 支 払 場 所 日本銀行
19 入 札 参 加 者 財務大臣から通知を受けた者
20 払 込 期 日 令和８年９月16日

〇 財 務 省 告 示 第 二 百 八 十 一 号

国 債 の 発 行 等 に 関 す る 省 令 （ 昭 和 五 十 七 年 大 蔵 省 令 第 三 十 号 ） 第 五 条 第 十 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 令

和 八 年 九 月 十 六 日 に 発 行 し た 利 付 国 債 の 発 行 条 件 等 を 次 の と お り 告 示 す る 。

令 和 八 年 十 月 十 四 日 財 務 大 臣 片 山 さ つ き

１ 名 称 及 び 記 号 利付国庫債券（20年）（第197回）
２ 発行の根拠法律及び
その条項

財政法（昭和22年法律第34号）第４条第１項及び財政運営に必要な財源の
確保を図るための公債の発行の特例に関する法律（平成24年法律第101号）
第３条第１項並びに特別会計に関する法律（平成19年法律第23号）第46条
第１項

３ 振 替 法 の 適 用 等 社債、株式等の振替に関する法律（平成13年法律第75号。以下「振替法」
という。）の規定の適用を受けるものとし、その振替機関は日本銀行とする。

４ 発 行 方 法 価格を競争に付して行われる入札（以下「価格競争入札」という。）による
発行（以下「価格競争入札発行」という。）、価格競争入札と同時に行われ
る入札であって、財務大臣が各国債市場特別参加者ごとに応募限度額を定
めるものによる発行（以下「国債市場特別参加者・第Ⅰ非価格競争入札発
行」という。）及び価格競争入札の募入の決定をした後に行われる入札で
あって、財務大臣が各国債市場特別参加者ごとに応募限度額を定めるもの
による発行（以下「国債市場特別参加者・第Ⅱ非価格競争入札発行」とい
う。）

〇 財 務 省 告 示 第 二 百 八 十 二 号

国 債 の 発 行 等 に 関 す る 省 令 （ 昭 和 五 十 七 年 大 蔵 省 令 第 三 十 号 ） 第 五 条 第 十 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 令

和 八 年 九 月 四 日 に 発 行 し た 利 付 国 債 の 発 行 条 件 等 を 次 の と お り 告 示 す る 。

令 和 八 年 十 月 十 四 日 財 務 大 臣 片 山 さ つ き

１ 名 称 及 び 記 号 利付国庫債券（30年）（第91回）
２ 発行の根拠法律及び
その条項

財政法（昭和22年法律第34号）第４条第１項及び特別会計に関する法律（平
成19年法律第23号）第46条第１項

３ 振 替 法 の 適 用 等 社債、株式等の振替に関する法律（平成13年法律第75号。以下「振替法」
という。）の規定の適用を受けるものとし、その振替機関は日本銀行とする。





５ 募 入 決 定 の 方 法
 価格競争入札発行 各申込みのうち応募価格の高いものからその応募額を順次割り当てる。
 国債市場特別参加
者・第Ⅰ非価格競
争入札発行及び国
債市場特別参加者
・第Ⅱ非価格競争
入札発行

各国債市場特別参加者ごとの応募限度額の範囲内において各申込みの応募
額を割り当てる。

６ 発 行 額
 価格競争入札発行 額面金額で456200000000円

うち、財政法第４条第１項の規定に基づき発行した利付国債については、
額面金額で229463700000円、特別会計に関する法律第46条第１項の規定
に基づき発行した利付国債については、額面金額で226736300000円

 国債市場特別参加
者・第Ⅰ非価格競
争入札発行

特別会計に関する法律第46条第１項の規定に基づき発行した利付国債につ
いて、額面金額で143400000000円

 国債市場特別参加
者・第Ⅱ非価格競
争入札発行

特別会計に関する法律第46条第１項の規定に基づき発行した利付国債につ
いて、額面金額で54500000000円

５ 募 入 決 定 の 方 法
 利回り競争入札発
行

各申込みのうち応募利回りの低いものからその応募額を順次割り当てる。

 国債市場特別参加
者・第Ⅱ非価格競
争入札発行

各国債市場特別参加者ごとの応募限度額の範囲内において各申込みの応募
額を割り当てる。

６ 発 行 額
 利回り競争入札発
行

額面金額で299700000000円
うち、財政法第４条第１項の規定に基づき発行した利付国債については、
額面金額で145159550000円、特別会計に関する法律第46条第１項の規定
に基づき発行した利付国債については、額面金額で154540450000円

 国債市場特別参加
者・第Ⅱ非価格競
争入札発行

特別会計に関する法律第46条第１項の規定に基づき発行した利付国債につ
いて、額面金額で25300000000円
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４ 発 行 方 法 価格を競争に付して行われる入札（以下「価格競争入札」という。）による
発行（以下「価格競争入札発行」という。）、価格競争入札と同時に行われ
る入札であって、財務大臣が各国債市場特別参加者ごとに応募限度額を定
めるものによる発行（以下「国債市場特別参加者・第Ⅰ非価格競争入札発
行」という。）及び価格競争入札の募入の決定をした後に行われる入札で
あって、財務大臣が各国債市場特別参加者ごとに応募限度額を定めるもの
による発行（以下「国債市場特別参加者・第Ⅱ非価格競争入札発行」とい
う。）

７ 払 込 金 額
 価格競争入札発行 451296550000円
 国債市場特別参加
者・第Ⅰ非価格競
争入札発行

141865620000円

 国債市場特別参加
者・第Ⅱ非価格競
争入札発行

53916850000円

８ 最 低 額 面 金 額 50000円
９ 振 替 単 位 振替法の規定による振替口座簿の記載又は記録は、最低額面金額の整数倍

の金額によるものとする。
10 発 行 日 令和８年９月４日
11 発 行 価 格
 価格競争入札発行 額面金額100円につき98円65銭以上のそれぞれの応募価格
 国債市場特別参加
者・第Ⅰ非価格競
争入札発行及び国
債市場特別参加者
・第Ⅱ非価格競争
入札発行

額面金額100円につき98円93銭

７ 払 込 金 額
 利回り競争入札発
行

280788930000円

 国債市場特別参加
者・第Ⅱ非価格競
争入札発行

23703570000円

12 利 率 年40％
13 経過利子の払込み 募入決定の通知を受けた者は、払込金額に加え、次の算式により算出した

金額を第20号に規定する期日に払い込むものとする。

額面金額の総額× 40100 ×
76
365

14 初 期 利 子 令和８年12月20日を支払期とし、次の算式により算出した金額を支払う。
ただし、支払期が銀行休業日に当たるときは、その翌営業日に支払う（以
下、次号及び第16号において規定する期日について同じ。）。

額面金額× 40100 ×
１
２

15 第２期以後の利子 毎年６月20日及び12月20日を支払期とし、各支払期において、その日以前
６月間に属する利子を支払う。

16 償 還 期 限 令和38年６月20日
17 償 還 金 額 額面金額100円につき100円
18 元 利 金 支 払 場 所 日本銀行
19 入 札 参 加 者 財務大臣から通知を受けた者
20 払 込 期 日 令和８年９月４日

〇 財 務 省 告 示 第 二 百 八 十 三 号

国 債 の 発 行 等 に 関 す る 省 令 （ 昭 和 五 十 七 年 大 蔵 省 令 第 三 十 号 ） 第 五 条 第 十 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 令

和 八 年 九 月 三 十 日 に 発 行 し た 利 付 国 債 の 発 行 条 件 等 を 次 の と お り 告 示 す る 。

令 和 八 年 十 月 十 四 日 財 務 大 臣 片 山 さ つ き

１ 名 称 及 び 記 号 利付国庫債券（40年）（第19回）
２ 発行の根拠法律及び
その条項

財政法（昭和22年法律第34号）第４条第１項及び特別会計に関する法律（平
成19年法律第23号）第46条第１項

３ 振 替 法 の 適 用 等 社債、株式等の振替に関する法律（平成13年法律第75号。以下「振替法」
という。）の規定の適用を受けるものとし、その振替機関は日本銀行とする。

４ 発 行 方 法 利回りを競争に付して行われる入札（以下「利回り競争入札」という。）に
よる発行（以下「利回り競争入札発行」という。）及び利回り競争入札の募
入の決定をした後に行われる入札であって、財務大臣が各国債市場特別参
加者ごとに応募限度額を定めるものによる発行（以下「国債市場特別参加
者・第Ⅱ非価格競争入札発行」という。）





17 入札の基準とする各
発行対象国債の利回
り

18

銘柄毎の基準利回は、令和８年９月10日付で日本証券業協会が発表した公
社債店頭売買参考統計値表に掲載された平均値の単利利回りとする。

元 利 金 支 払 場 所 日本銀行
19 入 札 参 加 者 財務大臣から通知を受けた者
20 払 込 期 日 令和８年９月11日
（別表）

名 称 及 び 記 号 利率（年） 償 還 期 限 発 行 額
（額面金額）

利付国庫債券（２年）（第483回） 14％ 令和10年４月１日 26500000000円

利付国庫債券（２年）（第488回） 17％ 令和10年９月１日 273700000000円

利付国庫債券（５年）（第157回） 02％ 令和10年３月20日 8100000000円

利付国庫債券（５年）（第158回） 01％ 令和10年３月20日 800000000円

利付国庫債券（５年）（第159回） 01％ 令和10年６月20日 12400000000円

利付国庫債券（５年）（第160回） 02％ 令和10年６月20日 3300000000円
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８ 最 低 額 面 金 額 50000円
９ 振 替 単 位 振替法の規定による振替口座簿の記載又は記録は、最低額面金額の整数倍

の金額によるものとする。
10 発 行 日 令和８年９月30日
11 発 行 価 格 額面金額100円につき93円69銭
12 利 率 年38％
13 経過利子の払込み 募入決定の通知を受けた者は、払込金額に加え、次の算式により算出した

金額を第20号に規定する期日に払い込むものとする。

額面金額の総額× 38100 ×
10
365

14 初 期 利 子 令和９年３月20日を支払期とし、次の算式により算出した金額を支払う。
ただし、支払期が銀行休業日に当たるときは、その翌営業日に支払う（以
下、次号及び第16号において規定する期日について同じ。）。

額面金額× 38100 ×
１
２

15 第２期以後の利子 毎年３月20日及び９月20日を支払期とし、各支払期において、その日以前
６月間に属する利子を支払う。

16 償 還 期 限 令和48年３月20日
17 償 還 金 額 額面金額100円につき100円
18 元 利 金 支 払 場 所 日本銀行
19 入 札 参 加 者 財務大臣から通知を受けた者
20 払 込 期 日 令和８年９月30日

11 発 行 価 格 発行対象国債ごとに、額面金額100円につき、次の算式により算出した金
額

100＋表面利率×残存年数
第17号に規定する利回り＋募入利回り格差１＋ 



100 
×残存年数

12 利 率 （別表のとおり）
13 経過利子の払込み 募入決定の通知を受けた者は、払込金額に加え、次の算式により算出した

金額を払込期日に払い込むものとする。
各発行対象国債の額面金額の総額×各発行対象国債の利率／100×各発行
対象国債の前利子支払期日の翌日から第10号に規定する発行日までの経過
日数（利子支払期日が発行日と同日になる場合には、零。）／365

14 利 子 第10号に規定する発行日後の各発行対象国債の支払期を支払期とし、各支
払期において、次の算式により算出した金額を支払う。ただし、支払期が
銀行休業日に当たるときは、その翌営業日に支払う（償還期限について同
じ。）。

各発行対象国債の額面金額×各発行対象国債の利率100 ×１２
15 償 還 期 限 （別表のとおり）
16 償 還 金 額 額面金額100円につき100円〇 財 務 省 告 示 第 二 百 八 十 四 号

国 債 の 発 行 等 に 関 す る 省 令 （ 昭 和 五 十 七 年 大 蔵 省 令 第 三 十 号 ） 第 五 条 第 十 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 令

和 八 年 九 月 十 一 日 に 発 行 し た 利 付 国 債 の 発 行 条 件 等 を 次 の と お り 告 示 す る 。

令 和 八 年 十 月 十 四 日 財 務 大 臣 片 山 さ つ き

１ 名 称 及 び 記 号 利付国庫債券（２年）（第483回及び第488回）、利付国庫債券（５年）（第157
回、第158回、第159回、第160回、第161回、第162回、第163回、第165回、
第166回、第168回、第171回及び第172回）、利付国庫債券（10年）（第350回、
第351回、第353回、第354回、第356回、第359回、第360回及び第361回）
及び利付国庫債券（20年）（第97回、第101回、第102回、第103回、第104回、
第105回、第106回、第109回、第110回、第113回、第114回、第116回、第
117回、第118回、第120回、第123回及び第124回）

２ 発行の根拠法律及び
その条項

特別会計に関する法律（平成19年法律第23号）第46条第１項

３ 振 替 法 の 適 用 等 社債、株式等の振替に関する法律（平成13年法律第75号。以下「振替法」
という。）の規定の適用を受けるものとし、その振替機関は日本銀行とする。

４ 発 行 方 法 利回り格差（第17号に規定する利回りに応募した者が加算する数値をいう。
次号において同じ。）を競争に付して行われる入札による発行

５ 募 入 決 定 の 方 法 各申込みのうち利回り格差の小さいものからその応募額を順次割り当て
る。

６ 発 行 額 額面金額で697900000000円
内訳（別表のとおり）

７ 払 込 金 額 687158995000円

８ 最 低 額 面 金 額 50000円
９ 振 替 単 位 振替法の規定による振替口座簿の記載又は記録は、最低額面金額の整数倍

の金額によるものとする。
10 発 行 日 令和８年９月11日





利付国庫債券（５年）（第161回） 03％ 令和10年６月20日 10800000000円

利付国庫債券（５年）（第162回） 03％ 令和10年９月20日 700000000円

利付国庫債券（５年）（第163回） 04％ 令和10年９月20日 57100000000円

利付国庫債券（５年）（第165回） 03％ 令和10年12月20日 5000000000円

利付国庫債券（５年）（第166回） 04％ 令和10年12月20日 9500000000円

利付国庫債券（５年）（第168回） 06％ 令和11年３月20日 5600000000円

利付国庫債券（５年）（第171回） 04％ 令和11年６月20日 5200000000円

利付国庫債券（５年）（第172回） 05％ 令和11年６月20日 5000000000円

利付国庫債券（10年）（第350回） 01％ 令和10年３月20日 8000000000円

利付国庫債券（10年）（第351回） 01％ 令和10年６月20日 2400000000円

利付国庫債券（10年）（第353回） 01％ 令和10年12月20日 2500000000円

利付国庫債券（10年）（第354回） 01％ 令和11年３月20日 5000000000円

利付国庫債券（10年）（第356回） 01％ 令和11年９月20日 74100000000円

利付国庫債券（10年）（第359回） 01％ 令和12年６月20日 11100000000円

利付国庫債券（10年）（第360回） 01％ 令和12年９月20日 16000000000円

利付国庫債券（10年）（第361回） 01％ 令和12年12月20日 2500000000円

利付国庫債券（20年）（第97回） 22％ 令和９年９月20日 100000000000円

利付国庫債券（20年）（第101回） 24％ 令和10年３月20日 1700000000円

利付国庫債券（20年）（第102回） 24％ 令和10年６月20日 1300000000円

利付国庫債券（20年）（第103回） 23％ 令和10年６月20日 200000000円

利付国庫債券（20年）（第104回） 21％ 令和10年６月20日 500000000円

利付国庫債券（20年）（第105回） 21％ 令和10年９月20日 200000000円

利付国庫債券（20年）（第106回） 22％ 令和10年９月20日 6600000000円

利付国庫債券（20年）（第109回） 19％ 令和11年３月20日 100000000円

利付国庫債券（20年）（第110回） 21％ 令和11年３月20日 1100000000円

利付国庫債券（20年）（第113回） 21％ 令和11年９月20日 7700000000円

利付国庫債券（20年）（第114回） 21％ 令和11年12月20日 500000000円

利付国庫債券（20年）（第116回） 22％ 令和12年３月20日 7500000000円

利付国庫債券（20年）（第117回） 21％ 令和12年３月20日 7400000000円

利付国庫債券（20年）（第118回） 20％ 令和12年６月20日 1500000000円

利付国庫債券（20年）（第120回） 16％ 令和12年６月20日 2100000000円

利付国庫債券（20年）（第123回） 21％ 令和12年12月20日 12100000000円

利付国庫債券（20年）（第124回） 20％ 令和12年12月20日 2100000000円
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号
)
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11 発 行 価 格 発行対象国債ごとに、額面金額100円につき、次の算式により算出した金
額

100＋表面利率×残存年数
第17号に規定する利回り＋募入利回り格差１＋ 



100 
×残存年数

12 利 率 （別表のとおり）
13 経過利子の払込み 募入決定の通知を受けた者は、払込金額に加え、次の算式により算出した

金額を払込期日に払い込むものとする。
各発行対象国債の額面金額の総額×各発行対象国債の利率／100×各発行
対象国債の前利子支払期日の翌日から第10号に規定する発行日までの経過
日数（利子支払期日が発行日と同日になる場合には、零。）／365

〇 財 務 省 告 示 第 二 百 八 十 五 号

国 債 の 発 行 等 に 関 す る 省 令 （ 昭 和 五 十 七 年 大 蔵 省 令 第 三 十 号 ） 第 五 条 第 十 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 令

和 八 年 九 月 二 十 八 日 に 発 行 し た 利 付 国 債 の 発 行 条 件 等 を 次 の と お り 告 示 す る 。

令 和 八 年 十 月 十 四 日 財 務 大 臣 片 山 さ つ き

１ 名 称 及 び 記 号 利付国庫債券（10年）（第364回、第365回、第370回、第379回、第380回、
第381回及び第382回）、利付国庫債券（20年）（第130回、第131回、第132回、
第134回、第135回、第136回、第137回、第139回、第140回、第144回、第
145回、第146回、第147回、第148回、第149回、第151回、第152回、第153
回、第154回、第155回、第156回及び第158回）及び利付国庫債券（30年）（第
７回、第11回、第14回、第17回、第18回、第20回、第22回、第23回、第24
回、第25回及び第26回）

２ 発行の根拠法律及び
その条項

特別会計に関する法律（平成19年法律第23号）第46条第１項

３ 振 替 法 の 適 用 等 社債、株式等の振替に関する法律（平成13年法律第75号。以下「振替法」
という。）の規定の適用を受けるものとし、その振替機関は日本銀行とする。

４ 発 行 方 法 利回り格差（第17号に規定する利回りに応募した者が加算する数値をいう。
次号において同じ。）を競争に付して行われる入札による発行

５ 募 入 決 定 の 方 法 各申込みのうち利回り格差の小さいものからその応募額を順次割り当て
る。

６ 発 行 額 額面金額で649100000000円
内訳（別表のとおり）

７ 払 込 金 額 592448233000円
８ 最 低 額 面 金 額 50000円
９ 振 替 単 位 振替法の規定による振替口座簿の記載又は記録は、最低額面金額の整数倍

の金額によるものとする。
10 発 行 日 令和８年９月28日
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17 入札の基準とする各
発行対象国債の利回
り

銘柄毎の基準利回は、令和８年９月25日付で日本証券業協会が発表した公
社債店頭売買参考統計値表に掲載された平均値の単利利回りとする。

18 元 利 金 支 払 場 所 日本銀行
19 入 札 参 加 者 財務大臣から通知を受けた者
20 払 込 期 日 令和８年９月28日
（別表）

名 称 及 び 記 号 利率（年） 償 還 期 限 発 行 額
（額面金額）

利付国庫債券（10年）（第364回） 01％ 令和13年９月20日 5000000000円

利付国庫債券（10年）（第365回） 01％ 令和13年12月20日 52000000000円

利付国庫債券（10年）（第370回） 05％ 令和15年３月20日 14400000000円

利付国庫債券（10年）（第379回） 15％ 令和17年６月20日 80100000000円

利付国庫債券（10年）（第380回） 17％ 令和17年９月20日 58400000000円

利付国庫債券（10年）（第381回） 21％ 令和17年12月20日 14300000000円

利付国庫債券（10年）（第382回） 24％ 令和18年３月20日 92700000000円

利付国庫債券（20年）（第130回） 18％ 令和13年９月20日 1300000000円

利付国庫債券（20年）（第131回） 17％ 令和13年９月20日 8600000000円

利付国庫債券（20年）（第132回） 17％ 令和13年12月20日 5000000000円

利付国庫債券（20年）（第134回） 18％ 令和14年３月20日 12000000000円

利付国庫債券（20年）（第135回） 17％ 令和14年３月20日 800000000円

利付国庫債券（20年）（第136回） 16％ 令和14年３月20日 7500000000円

利付国庫債券（20年）（第137回） 17％ 令和14年６月20日 31000000000円

利付国庫債券（20年）（第139回） 16％ 令和14年６月20日 2500000000円

利付国庫債券（20年）（第140回） 17％ 令和14年９月20日 2300000000円

利付国庫債券（20年）（第144回） 15％ 令和15年３月20日 14300000000円

利付国庫債券（20年）（第145回） 17％ 令和15年６月20日 100000000円

利付国庫債券（20年）（第146回） 17％ 令和15年９月20日 6400000000円

利付国庫債券（20年）（第147回） 16％ 令和15年12月20日 12100000000円

利付国庫債券（20年）（第148回） 15％ 令和16年３月20日 15200000000円

利付国庫債券（20年）（第149回） 15％ 令和16年６月20日 2000000000円

利付国庫債券（20年）（第151回） 12％ 令和16年12月20日 300000000円

利付国庫債券（20年）（第152回） 12％ 令和17年３月20日 10000000000円

利付国庫債券（20年）（第153回） 13％ 令和17年６月20日 8800000000円

利付国庫債券（20年）（第154回） 12％ 令和17年９月20日 7100000000円

利付国庫債券（20年）（第155回） 10％ 令和17年12月20日 30900000000円

利付国庫債券（20年）（第156回） 04％ 令和18年３月20日 36000000000円

利付国庫債券（20年）（第158回） 05％ 令和18年９月20日 2000000000円

利付国庫債券（30年）（第７回） 23％ 令和14年５月20日 5400000000円

利付国庫債券（30年）（第11回） 17％ 令和15年６月20日 200000000円

利付国庫債券（30年）（第14回） 24％ 令和16年３月20日 20000000000円

利付国庫債券（30年）（第17回） 24％ 令和16年12月20日 100000000円

利付国庫債券（30年）（第18回） 23％ 令和17年３月20日 300000000円

利付国庫債券（30年）（第20回） 25％ 令和17年９月20日 9800000000円

利付国庫債券（30年）（第22回） 25％ 令和18年３月20日 17000000000円

利付国庫債券（30年）（第23回） 25％ 令和18年６月20日 23000000000円

利付国庫債券（30年）（第24回） 25％ 令和18年９月20日 20800000000円

利付国庫債券（30年）（第25回） 23％ 令和18年12月20日 9400000000円

利付国庫債券（30年）（第26回） 24％ 令和19年３月20日 10000000000円

令
和

年


月


日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

14 利 子 第10号に規定する発行日後の各発行対象国債の支払期を支払期とし、各支
払期において、次の算式により算出した金額を支払う。ただし、支払期が
銀行休業日に当たるときは、その翌営業日に支払う（償還期限について同
じ。）。

各発行対象国債の額面金額×各発行対象国債の利率100 ×１２
15 償 還 期 限 （別表のとおり）
16 償 還 金 額 額面金額100円につき100円

〇 財 務 省 告 示 第 二 百 八 十 六 号

国 債 の 発 行 等 に 関 す る 省 令 （ 昭 和 五 十 七 年 大 蔵 省 令 第 三 十 号 ） 第 六 条 第 十 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 令

和 八 年 九 月 八 日 に 発 行 し た 利 付 国 債 の 発 行 条 件 等 を 次 の と お り 告 示 す る 。

令 和 八 年 十 月 十 四 日 財 務 大 臣 片 山 さ つ き

１ 名 称 及 び 記 号 利付国庫債券（２年）（第487回）
２ 発行の根拠法律及び
その条項

特別会計に関する法律（平成19年法律第23号）第46条第１項
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３ 振 替 法 の 適 用 等 社債、株式等の振替に関する法律（平成13年法律第75号。以下「振替法」
という。）の規定の適用を受けるものとし、その振替機関は日本銀行とする。

４ 発 行 方 法 募集取扱機関による募集の取扱いによる発行
５ 発 行 額 額面金額で20039900000円
６ 払 込 金 額 20059939900円
７ 最 低 額 面 金 額 50000円
８ 振 替 単 位 振替法の規定による振替口座簿の記載又は記録は、最低額面金額の整数倍

の金額によるものとする。
９ 発 行 日 令和８年９月８日
10 発 行 価 格 額面金額100円につき100円10銭
11 利 率 年15％
12 経過利子の払込み 各募集取扱機関は、払込金額に加え、次の算式により算出した金額を第18

号に規定する期日に払い込むものとする。

額面金額の総額× 15100 ×
38
365

13 初 期 利 子 令和９年２月１日を支払期とし、次の算式により算出した金額を支払う。
ただし、支払期が銀行休業日に当たるときは、その翌営業日に支払う（以
下、次号及び第15号において規定する期日について同じ。）。

額面金額× 15100 ×
１
２

14 第２期以後の利子 毎年２月１日及び８月１日を支払期とし、各支払期において、その日以前
６月間に属する利子を支払う。

15 償 還 期 限 令和10年８月１日
16 償 還 金 額 額面金額100円につき100円
17 元 利 金 支 払 場 所 日本銀行
18 払 込 期 日 令和８年９月８日

11 利 率 年22％
12 経過利子の払込み 各募集取扱機関は、払込金額に加え、次の算式により算出した金額を第18

号に規定する期日に払い込むものとする。

額面金額の総額× 22100 ×
82
365

13 初 期 利 子 令和８年12月20日を支払期とし、次の算式により算出した金額を支払う。
ただし、支払期が銀行休業日に当たるときは、その翌営業日に支払う（以
下、次号及び第15号において規定する期日について同じ。）。

額面金額× 22100 ×
１
２

14 第２期以後の利子 毎年６月20日及び12月20日を支払期とし、各支払期において、その日以前
６月間に属する利子を支払う。

15 償 還 期 限 令和13年６月20日
16 償 還 金 額 額面金額100円につき100円
17 元 利 金 支 払 場 所 日本銀行
18 払 込 期 日 令和８年９月10日

11 利 率 年27％
12 経過利子の払込み 各募集取扱機関は、払込金額に加え、次の算式により算出した金額を第18

号に規定する期日に払い込むものとする。

額面金額の総額× 27100 ×
80
365

13 初 期 利 子 令和８年12月20日を支払期とし、次の算式により算出した金額を支払う。
ただし、支払期が銀行休業日に当たるときは、その翌営業日に支払う（以
下、次号及び第15号において規定する期日について同じ。）。

額面金額× 27100 ×
１
２

14 第２期以後の利子 毎年６月20日及び12月20日を支払期とし、各支払期において、その日以前
６月間に属する利子を支払う。

〇 財 務 省 告 示 第 二 百 八 十 七 号

国 債 の 発 行 等 に 関 す る 省 令 （ 昭 和 五 十 七 年 大 蔵 省 令 第 三 十 号 ） 第 六 条 第 十 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 令

和 八 年 九 月 十 日 に 発 行 し た 利 付 国 債 の 発 行 条 件 等 を 次 の と お り 告 示 す る 。

令 和 八 年 十 月 十 四 日 財 務 大 臣 片 山 さ つ き
１ 名 称 及 び 記 号 利付国庫債券（５年）（第187回）
２ 発行の根拠法律及び
その条項

特別会計に関する法律（平成19年法律第23号）第46条第１項

３ 振 替 法 の 適 用 等 社債、株式等の振替に関する法律（平成13年法律第75号。以下「振替法」
という。）の規定の適用を受けるものとし、その振替機関は日本銀行とする。

４ 発 行 方 法 募集取扱機関による募集の取扱いによる発行
５ 発 行 額 額面金額で7198350000円
６ 払 込 金 額 7230742575円
７ 最 低 額 面 金 額 50000円
８ 振 替 単 位 振替法の規定による振替口座簿の記載又は記録は、最低額面金額の整数倍

の金額によるものとする。
９ 発 行 日 令和８年９月10日
10 発 行 価 格 額面金額100円につき100円45銭

〇 財 務 省 告 示 第 二 百 八 十 八 号

国 債 の 発 行 等 に 関 す る 省 令 （ 昭 和 五 十 七 年 大 蔵 省 令 第 三 十 号 ） 第 六 条 第 十 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 令

和 八 年 九 月 八 日 に 発 行 し た 利 付 国 債 の 発 行 条 件 等 を 次 の と お り 告 示 す る 。

令 和 八 年 十 月 十 四 日 財 務 大 臣 片 山 さ つ き

１ 名 称 及 び 記 号 利付国庫債券（10年）（第383回）
２ 発行の根拠法律及び
その条項

特別会計に関する法律（平成19年法律第23号）第46条第１項

３ 振 替 法 の 適 用 等 社債、株式等の振替に関する法律（平成13年法律第75号。以下「振替法」
という。）の規定の適用を受けるものとし、その振替機関は日本銀行とする。

４ 発 行 方 法 募集取扱機関による募集の取扱いによる発行
５ 発 行 額 額面金額で22754200000円
６ 払 込 金 額 22599471440円
７ 最 低 額 面 金 額 50000円
８ 振 替 単 位 振替法の規定による振替口座簿の記載又は記録は、最低額面金額の整数倍

の金額によるものとする。
９ 発 行 日 令和８年９月８日
10 発 行 価 格 額面金額100円につき99円32銭
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15 償 還 期 限 令和18年６月20日
16 償 還 金 額 額面金額100円につき100円
17 元 利 金 支 払 場 所 日本銀行
18 払 込 期 日 令和８年９月８日

７ 発 行 日 令和８年９月15日
８ 発 行 価 格 額面金額100円につき100円
９ 利 率 年171％
10 初 期 利 子 令和９年３月15日を支払期とし、次の算式により算出した金額を支払う。

ただし、支払期が銀行休業日に当たるときは、その翌営業日に支払う（以
下、次号及び第12号において規定する期日について同じ。）。

額面金額× 171100 ×
１
２

11 第２期以後の利子 毎年３月15日及び９月15日を支払期とし、各支払期において、その日以前
６月間に属する利子を支払う。

12 償 還 期 限 令和11年９月15日
13 償 還 金 額 額面金額100円につき100円
14 払 込 期 日 令和８年９月15日
15 払 込 場 所 日本銀行の本店又は支店
16 中途換金の取扱い 中途換金の買取りは、令和９年９月15日以後において行うこととし、その

買取金額は、次の区分に応じ、それぞれの算式により算出した金額とする。
 令和９年９月15日から令和10年３月15日前までの間の場合
額面金額＋経過利子に相当する金額－（初期利子に相当する金額×
79685
100 ＋第２期利子に相当する金額×

79685
100 ）

 令和10年３月15日以後の場合

額面金額＋経過利子に相当する金額－利子に相当する金額× 79685100 ×
２

17 中 途 換 金 の 特 例 前号による取扱いのほか、個人向け国債を有する者（相続税法（昭和25年
法律第73号）第21条の４第１項に規定する特定障害者扶養信託契約の受益
者及び所得税法等の一部を改正する法律（平成25年法律第５号）第３条の

規定による改正前の相続税法第21条の４第１項に規定する特別障害者扶養
信託契約の受益者を含む。）が、死亡したときにはその相続人が、又はその
居住する市町村（特別区を含み、地方自治法（昭和22年法律第67号）第
252条の19第１項の指定都市にあっては、当該市又は当該市の区若しくは
総合区とする。）の区域において、災害救助法（昭和22年法律第118号）に
よる救助の行われる災害が発生し、当該災害にかかったときには当該個人
向け国債を有する者が、令和９年９月15日前であっても、当該個人向け国
債の中途換金を請求することができるものとし、その買取金額は、次の区
分に応じ、それぞれの算式により算出した金額とする。
 令和９年３月15日から令和９年９月15日前までの間の場合
額面金額＋経過利子に相当する金額－（初期利子に相当する金額×
79685
100 ＋経過利子に相当する金額）

 令和９年３月15日前の場合
額面金額＋経過利子に相当する金額－経過利子に相当する金額

18 元 利 金 支 払 場 所 日本銀行

10 初 期 利 子 令和９年３月15日を支払期とし、次の算式により算出した金額を支払う。
ただし、支払期が銀行休業日に当たるときは、その翌営業日に支払う（以
下、次号及び第12号において規定する期日について同じ。）。

額面金額× 206100 ×
１
２

11 第２期以後の利子 毎年３月15日及び９月15日を支払期とし、各支払期において、その日以前
６月間に属する利子を支払う。

12 償 還 期 限 令和13年９月15日
13 償 還 金 額 額面金額100円につき100円
14 払 込 期 日 令和８年９月15日
15 払 込 場 所 日本銀行の本店又は支店

〇 財 務 省 告 示 第 二 百 八 十 九 号

個 人 向 け 国 債 の 発 行 等 に 関 す る 省 令 （ 平 成 十 四 年 財 務 省 令 第 六 十 八 号 ） 第 四 条 第 十 四 項 の 規 定 に 基

づ き 、 令 和 八 年 九 月 十 五 日 に 発 行 し た 個 人 向 け 国 債 の 発 行 条 件 等 を 次 の と お り 告 示 す る 。

令 和 八 年 十 月 十 四 日 財 務 大 臣 片 山 さ つ き

１ 名 称 及 び 記 号 個人向け利付国庫債券（固定・３年）（第195回）
２ 発行の根拠法律及び
その条項

特別会計に関する法律（平成19年法律第23号）第46条第１項

３ 振 替 法 の 適 用 等 社債、株式等の振替に関する法律（平成13年法律第75号。以下「振替法」
という。）の規定の適用を受けるものとし、その振替機関は日本銀行とする。

４ 発 行 額 額面金額で141728540000円
５ 最 低 額 面 金 額 10000円
６ 振 替 単 位 振替法の規定による振替口座簿の記載又は記録は、最低額面金額の整数倍

の金額によるものとする。 〇 財 務 省 告 示 第 二 百 九 十 号

個 人 向 け 国 債 の 発 行 等 に 関 す る 省 令 （ 平 成 十 四 年 財 務 省 令 第 六 十 八 号 ） 第 四 条 第 十 四 項 の 規 定 に 基

づ き 、 令 和 八 年 九 月 十 五 日 に 発 行 し た 個 人 向 け 国 債 の 発 行 条 件 等 を 次 の と お り 告 示 す る 。

令 和 八 年 十 月 十 四 日 財 務 大 臣 片 山 さ つ き

１ 名 称 及 び 記 号 個人向け利付国庫債券（固定・５年）（第185回）
２ 発行の根拠法律及び
その条項

特別会計に関する法律（平成19年法律第23号）第46条第１項

３ 振 替 法 の 適 用 等 社債、株式等の振替に関する法律（平成13年法律第75号。以下「振替法」
という。）の規定の適用を受けるものとし、その振替機関は日本銀行とする。

４ 発 行 額 額面金額で599658320000円
５ 最 低 額 面 金 額 10000円
６ 振 替 単 位 振替法の規定による振替口座簿の記載又は記録は、最低額面金額の整数倍

の金額によるものとする。
７ 発 行 日 令和８年９月15日
８ 発 行 価 格 額面金額100円につき100円
９ 利 率 年206％
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16 中途換金の取扱い 中途換金の買取りは、令和９年９月15日以後において行うこととし、その
買取金額は、次の区分に応じ、それぞれの算式により算出した金額とする。
 令和９年９月15日から令和10年３月15日前までの間の場合
額面金額＋経過利子に相当する金額－（初期利子に相当する金額×
79685
100 ＋第２期利子に相当する金額×

79685
100 ）

 令和10年３月15日以後の場合

額面金額＋経過利子に相当する金額－利子に相当する金額× 79685100 ×
２

17 中 途 換 金 の 特 例 前号による取扱いのほか、個人向け国債を有する者（相続税法（昭和25年
法律第73号）第21条の４第１項に規定する特定障害者扶養信託契約の受益
者及び所得税法等の一部を改正する法律（平成25年法律第５号）第３条の
規定による改正前の相続税法第21条の４第１項に規定する特別障害者扶養
信託契約の受益者を含む。）が、死亡したときにはその相続人が、又はその
居住する市町村（特別区を含み、地方自治法（昭和22年法律第67号）第
252条の19第１項の指定都市にあっては、当該市又は当該市の区若しくは
総合区とする。）の区域において、災害救助法（昭和22年法律第118号）に
よる救助の行われる災害が発生し、当該災害にかかったときには当該個人
向け国債を有する者が、令和９年９月15日前であっても、当該個人向け国
債の中途換金を請求することができるものとし、その買取金額は、次の区
分に応じ、それぞれの算式により算出した金額とする。
 令和９年３月15日から令和９年９月15日前までの間の場合
額面金額＋経過利子に相当する金額－（初期利子に相当する金額×
79685
100 ＋経過利子に相当する金額）

 令和９年３月15日前の場合
額面金額＋経過利子に相当する金額－経過利子に相当する金額

18 元 利 金 支 払 場 所 日本銀行

10 第２期以後の利子の
適用利率

年当たり、各利払期における利子計算期間開始日前に行われた、発行から
償還までの期間が９年５か月超の10年利付国債の直近における入札（当該
開始日の属する月に行われた入札を除く。）の結果に基づき算出された複利
利回りに、066を乗じた率。ただし、乗じた率が005％を下回るときは、
その率は005％とする。

11 初 期 利 子 令和９年３月15日を支払期とし、次の算式により算出した金額を支払う。
ただし、支払期が銀行休業日に当たるときは、その翌営業日に支払う（以
下、次号及び第13号において規定する期日について同じ。）。

額面金額× 187100 ×
１
２

12 第２期以後の利子 毎年３月15日及び９月15日を支払期とし、各支払期において、その日以前
６月間に属する利子として、次の算式により算出した金額を支払う。

額面金額×第10号に規定する第２期以後の利子の適用利率100 ×１２
13 償 還 期 限 令和18年９月15日
14 償 還 金 額 額面金額100円につき100円
15 払 込 期 日 令和８年９月15日
16 払 込 場 所 日本銀行の本店又は支店
17 中途換金の取扱い 中途換金の買取りは、令和９年９月15日以後において行うこととし、その

買取金額は、次の区分に応じ、それぞれの算式により算出した金額とする。
 令和９年９月15日から令和10年３月15日前までの間の場合
額面金額＋経過利子に相当する金額－（初期利子に相当する金額×
79685
100 ＋第２期利子に相当する金額×

79685
100 ）

 令和10年３月15日以後の場合
額面金額＋経過利子に相当する金額－（買い取る日の直前の利子支払期
に支払われた利子に相当する金額× 79685100 ＋その直前の利子支払期に

支払われた利子に相当する金額× 79685100 ）

18 中 途 換 金 の 特 例 前号による取扱いのほか、個人向け国債を有する者（相続税法（昭和25年
法律第73号）第21条の４第１項に規定する特定障害者扶養信託契約の受益
者及び所得税法等の一部を改正する法律（平成25年法律第５号）第３条の
規定による改正前の相続税法第21条の４第１項に規定する特別障害者扶養
信託契約の受益者を含む。）が、死亡したときにはその相続人が、又はその
居住する市町村（特別区を含み、地方自治法（昭和22年法律第67号）第
252条の19第１項の指定都市にあっては、当該市又は当該市の区若しくは
総合区とする。）の区域において、災害救助法（昭和22年法律第118号）に
よる救助の行われる災害が発生し、当該災害にかかったときには当該個人
向け国債を有する者が、令和９年９月15日前であっても、当該個人向け国
債の中途換金を請求することができるものとし、その買取金額は、次の区
分に応じ、それぞれの算式により算出した金額とする。
 令和９年３月15日から令和９年９月15日前までの間の場合
額面金額＋経過利子に相当する金額－（初期利子に相当する金額×
79685
100 ＋経過利子に相当する金額）

 令和９年３月15日前の場合
額面金額＋経過利子に相当する金額－経過利子に相当する金額

19 元 利 金 支 払 場 所 日本銀行

〇 財 務 省 告 示 第 二 百 九 十 一 号

個 人 向 け 国 債 の 発 行 等 に 関 す る 省 令 （ 平 成 十 四 年 財 務 省 令 第 六 十 八 号 ） 第 四 条 第 十 四 項 の 規 定 に 基

づ き 、 令 和 八 年 九 月 十 五 日 に 発 行 し た 個 人 向 け 国 債 の 発 行 条 件 等 を 次 の と お り 告 示 す る 。

令 和 八 年 十 月 十 四 日 財 務 大 臣 片 山 さ つ き

１ 名 称 及 び 記 号 個人向け利付国庫債券（変動・10年）（第197回）
２ 発行の根拠法律及び
その条項

特別会計に関する法律（平成19年法律第23号）第46条第１項

３ 振 替 法 の 適 用 等 社債、株式等の振替に関する法律（平成13年法律第75号。以下「振替法」
という。）の規定の適用を受けるものとし、その振替機関は日本銀行とする。

４ 発 行 額 額面金額で331521960000円
５ 最 低 額 面 金 額 10000円
６ 振 替 単 位 振替法の規定による振替口座簿の記載又は記録は、最低額面金額の整数倍

の金額によるものとする。
７ 発 行 日 令和８年９月15日
８ 発 行 価 格 額面金額100円につき100円
９ 初期利子の適用利率 年187％




一

設
置
者
の
氏
名
及
び
住
所
、
航
空
灯
火
の
種
類
及
び
名
称
、
航
空
灯
火
の
位
置
及
び
所
在
地
並
び
に
期
日

設
置
者
の

氏
名
及
び
住
所

航
空
灯
火
の

種
類
及
び
名
称

航
空
灯
火
の

位
置
及
び
所
在
地

期

日

国
土
交
通
大
臣

東
京
都
千
代
田
区
霞

が
関
二
丁
目
一
番
三

号

飛
行
場
灯
火

東
京
国
際
空
港
照
明
施
設

東
京
国
際
空
港
内
及
び
そ
の
周

辺東
京
都
大
田
区
及
び
江
東
区

変
更
し
た
事
項
に
係

る
供
用
開
始
の
予
定

期
日

令
和
八
年
十
一
月
二

十
六
日

北
海
道

北
海
道
札
幌
市
中
央

区
北
三
条
西
六
丁
目

飛
行
場
灯
火

利
尻
空
港
照
明
施
設

利
尻
空
港
内

北
海
道
利
尻
郡
利
尻
富
士
町

変
更
し
た
事
項
に
係

る
供
用
開
始
の
予
定

期
日

令
和
八
年
十
月
十
五

日

二

変
更
し
た
事
項

次
の
表
に
よ
り
、
変
更
前
欄
に
掲
げ
る
事
項
の
傍
線
を
付
し
又
は
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
を
こ
れ
に
順
次
対
応
す
る
変
更
後
欄
に
掲
げ
る
事
項
の
傍
線
を
付
し
又
は
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
の
よ
う
に
変
更
す
る
。

変

更

後

変

更

前

（
東
京
国
際
空
港
）

（
東
京
国
際
空
港
）

灯
質
、
光
度
、
配
置
そ
の
他
航
空
灯
火
の
性
能
に
関
す
る
重
要
事
項

灯
質
、
光
度
、
配
置
そ
の
他
航
空
灯
火
の
性
能
に
関
す
る
重
要
事
項

飛
行
場
に
係
る
灯
火

飛
行
場
に
係
る
灯
火

航
空
灯
火

灯

質

光

度

配

置

等

航
空
灯
火

灯

質

光

度

配

置

等

風
向
灯

発
光
ダ
イ
オ
ー
ド
、
不

動
光

飛
行
場
灯
台
の
北
北
東
約
千
二
百

五
十
メ
ー
ト
ル
の
位
置
、
北
北
東

約
二
千
四
百
二
十
メ
ー
ト
ル
の
位

置
、
北
東
約
三
千
百
十
メ
ー
ト
ル

の
位
置
、
東
約
三
千
三
百
十
メ
ー

ト
ル
の
位
置
、
東
約
五
千
百
三
十

メ
ー
ト
ル
の
位
置
、
東
南
東
約
千

六
百
五
十
メ
ー
ト
ル
の
位
置
、
東

南
東
約
三
千
九
百
九
十
メ
ー
ト
ル

の
位
置
及
び
北
北
西
約
七
百
十

メ
ー
ト
ル
の
位
置

風
向
灯

発
光
ダ
イ
オ
ー
ド
、
不

動
光

飛
行
場
灯
台
の
北
約
千
六
百
八
十

メ
ー
ト
ル
の
位
置
、
北
北
東
約
二

千
四
百
二
十
メ
ー
ト
ル
の
位
置
、

北
東
約
三
千
百
十
メ
ー
ト
ル
の
位

置
、
東
約
三
千
三
百
十
メ
ー
ト
ル

の
位
置
、
東
約
五
千
百
三
十
メ
ー

ト
ル
の
位
置
、
東
南
東
約
千
六
百

五
十
メ
ー
ト
ル
の
位
置
、
東
南
東

約
三
千
九
百
九
十
メ
ー
ト
ル
の
位

置
及
び
北
北
西
約
七
百
十
メ
ー
ト

ル
の
位
置

（
利
尻
空
港
）

（
利
尻
空
港
）

灯
質
、
光
度
、
配
置
そ
の
他
航
空
灯
火
の
性
能
に
関
す
る
重
要
事
項

灯
質
、
光
度
、
配
置
そ
の
他
航
空
灯
火
の
性
能
に
関
す
る
重
要
事
項

航
空
灯
火

灯

質

光

度

配

置

等

航
空
灯
火

灯

質

光

度

配

置

等

進
入
灯
（
簡
易

式
）

発
光
ダ
イ
オ
ー
ド
、
航

空
可
変
白
の
不
動
光

二
万
千
カ
ン
デ
ラ

滑
走
路
25
側
末
端
か
ら
滑
走
路
中

心
線
の
延
長
線
上
四
百
二
十
メ
ー

ト
ル
ま
で
の
間

進
入
灯
（
簡
易

式
）

白
熱
電
灯
、
航
空
可
変

白
の
不
動
光

二
万
二
千
カ
ン
デ
ラ

滑
走
路
25
側
末
端
か
ら
滑
走
路
中

心
線
の
延
長
線
上
四
百
二
十
メ
ー

ト
ル
ま
で
の
間

令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報
〇
国
土
交
通
省
告
示
第
千
二
百
十
九
号

東
京
国
際
空
港
及
び
利
尻
空
港
の
航
空
灯
火
に
つ
い
て
告
示
し
た
事
項
に
変
更
が
あ
っ
た
の
で
、
航
空
法
（
昭
和
二
十
七
年
法
律
第
二
百
三
十
一
号
）
第
四
十
六
条
及
び
第
五
十
五
条
の
二
に
お
い
て
準
用
す
る
同
法
第
四
十
六
条
の
規
定
に

基
づ
き
、
次
の
と
お
り
告
示
す
る
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

国
土
交
通
大
臣

井
林

辰
憲





進
入
角
指
示
灯

発
光
ダ
イ
オ
ー
ド
、
上

層
航
空
白
、
下
層
航
空

赤
の
不
動
光

航
空
白
最
大
七
万
九
千

カ
ン
デ
ラ
、
航
空
赤
最

大
二
万
カ
ン
デ
ラ

着
陸
し
よ
う
と
す
る
航
空
機
か
ら

見
て
滑
走
路
接
地
帯
の
左
外
側
に

一
灯
列
四
個

進
入
角
指
示
灯

白
熱
電
灯
、
上
層
航
空

白
、
下
層
航
空
赤
の
不

動
光

航
空
白
最
大
十
万
カ
ン

デ
ラ
、
航
空
赤
最
大
一

万
七
千
カ
ン
デ
ラ

着
陸
し
よ
う
と
す
る
航
空
機
か
ら

見
て
滑
走
路
接
地
帯
の
左
外
側
に

一
灯
列
四
個

滑
走
路
灯

発
光
ダ
イ
オ
ー
ド
、
航

空
可
変
白
、
航
空
黄
の

不
動
光

航
空
可
変
白
一
万
カ
ン

デ
ラ
、
航
空
黄
五
千
四

百
カ
ン
デ
ラ

滑
走
路
の
両
外
側
に
各
灯
火
の
間

隔
約
六
十
メ
ー
ト
ル

滑
走
路
灯

白
熱
電
灯
、
航
空
可
変

白
、
航
空
黄
の
不
動
光

航
空
可
変
白
一
万
五
千

カ
ン
デ
ラ
、
航
空
黄
六

千
七
百
カ
ン
デ
ラ

滑
走
路
の
両
外
側
に
各
灯
火
の
間

隔
約
六
十
メ
ー
ト
ル

滑
走
路
末
端
灯

発
光
ダ
イ
オ
ー
ド
、
航

空
緑
、
航
空
赤
の
不
動

光

航
空
緑
一
万
四
千
カ
ン

デ
ラ
、
航
空
赤
四
千
カ

ン
デ
ラ

滑
走
路
の
末
端
付
近
に
お
い
て
滑

走
路
中
心
線
の
延
長
線
と
直
交
す

る
直
線
上
滑
走
路
灯
列
の
延
長
線

と
交
わ
る
二
地
点
間

滑
走
路
末
端
灯

白
熱
電
灯
、
航
空
緑
、

航
空
赤
の
不
動
光

航
空
緑
一
万
千
カ
ン
デ

ラ
、
航
空
赤
二
千
七
百

カ
ン
デ
ラ

滑
走
路
の
末
端
付
近
に
お
い
て
滑

走
路
中
心
線
の
延
長
線
と
直
交
す

る
直
線
上
滑
走
路
灯
列
の
延
長
線

と
交
わ
る
二
地
点
間

滑
走
路
中
心
線

灯

発
光
ダ
イ
オ
ー
ド
、
航

空
可
変
白
、
航
空
赤
の

不
動
光

航
空
可
変
白
六
千
三
百

カ
ン
デ
ラ
、
航
空
赤
千

七
百
カ
ン
デ
ラ

滑
走
路
中
心
線
に
沿
っ
て
各
灯
火

の
間
隔
約
三
十
メ
ー
ト
ル

滑
走
路
中
心
線

灯

白
熱
電
灯
、
航
空
可
変

白
、
航
空
赤
の
不
動
光

航
空
可
変
白
五
千
八
百

カ
ン
デ
ラ
、
航
空
赤
千

二
百
カ
ン
デ
ラ

滑
走
路
中
心
線
に
沿
っ
て
各
灯
火

の
間
隔
約
三
十
メ
ー
ト
ル

過
走
帯
灯

発
光
ダ
イ
オ
ー
ド
、
航

空
赤
の
不
動
光

最
大
七
百
カ
ン
デ
ラ

過
走
帯
の
末
端

過
走
帯
灯

白
熱
電
灯
、
航
空
赤
の

不
動
光

最
大
千
カ
ン
デ
ラ

過
走
帯
の
末
端

誘
導
路
灯

発
光
ダ
イ
オ
ー
ド
、
航

空
青
の
不
動
光

最
大
五
カ
ン
デ
ラ

誘
導
路
の
両
外
側
及
び
エ
プ
ロ
ン

の
外
側

誘
導
路
灯

白
熱
電
灯
、
航
空
青
の

不
動
光

最
大
七
カ
ン
デ
ラ

誘
導
路
の
両
外
側
及
び
エ
プ
ロ
ン

の
外
側

最
大
二
十
カ
ン
デ
ラ

誘
導
路
灯
列
の
灯
列
線
上
で
誘
導

路
の
出
入
口

蛍
光
放
電
灯
、
航
空
青

の
不
動
光

最
大
十
二
カ
ン
デ
ラ

誘
導
路
灯
列
の
灯
列
線
上
で
誘
導

路
の
出
入
口

誘
導
路
中
心
線

灯

発
光
ダ
イ
オ
ー
ド
、
航

空
緑
、
航
空
黄
の
不
動

光

航
空
緑
最
大
五
十
カ
ン

デ
ラ
、
航
空
黄
最
大
五

十
カ
ン
デ
ラ

誘
導
路
中
心
線
上
及
び
滑
走
路
へ

の
出
入
経
路
上

誘
導
路
中
心
線

灯

白
熱
電
灯
、
航
空
緑
、

航
空
黄
の
不
動
光

航
空
緑
最
大
六
十
カ
ン

デ
ラ
、
航
空
黄
最
大
六

十
カ
ン
デ
ラ

誘
導
路
中
心
線
上
及
び
滑
走
路
へ

の
出
入
経
路
上

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
を
こ
れ
に
順
次
対
応
す
る
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
の
よ
う
に
改
め
る
。

改

正

後

改

正

前

指
定

番
号

名

称

住

所

紛
争
処
理
の
業
務
を
行
う

事
務
所
の
所
在
地

指
定

番
号

名

称

住

所

紛
争
処
理
の
業
務
を
行
う

事
務
所
の
所
在
地

（
略
）

（
略
）

四
七

滋
賀
弁
護
士
会

滋
賀
県
大
津
市
梅
林
一
丁
目
三
番

三
号

滋
賀
県
大
津
市
梅
林
一
丁
目
三
番

三
号

四
七

滋
賀
弁
護
士
会

滋
賀
県
大
津
市
京
町
三
丁
目
四
番

三
十
二
号

滋
賀
県
大
津
市
京
町
三
丁
目
四
番

三
十
二
号

（
略
）

（
略
）

附

則

こ
の
告
示
は
、
令
和
八
年
十
月
十
四
日
か
ら
施
行
す
る
。

令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報
〇
国
土
交
通
省
告
示
第
千
二
百
二
十
号

住
宅
の
品
質
確
保
の
促
進
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
一
年
法
律
第
八
十
一
号
）
第
六
十
六
条
第
三
項
の
規
定
に
お
い
て
準
用
す
る
同
法
第
十
条
第
三
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
平
成
十
二
年
建
設
省
告
示
第
千
九
百
十
一
号
の
一
部
を
次
の
よ

う
に
改
正
す
る
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

国
土
交
通
大
臣

井
林

辰
憲





公 告

令
和

年


月


日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

諸 事 項
破産手続開始及び免責許可申
立てに関する意見申述期間






令
和

年


月


日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年


月


日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

破産手続開始・破産手続廃止
及び免責許可申立てに関する
意見申述期間






令
和

年


月


日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年


月


日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年


月


日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年


月


日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年


月


日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年


月


日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年


月


日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年


月


日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年


月


日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年


月


日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年


月


日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年


月


日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年


月


日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年


月


日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年


月


日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年


月


日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

破産手続廃止





令
和

年


月


日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年


月


日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

破産手続廃止及び免責許可決定






令
和

年


月


日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年


月


日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年


月


日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年


月


日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年


月


日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

破産手続終結






令
和

年


月


日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

免責許可決定






〇 〇

令
和

年


月


日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

(
分
冊
の

)






令
和

年


月


日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年


月


日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年


月


日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年


月


日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年


月


日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年


月


日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年


月


日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年


月


日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年


月


日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

小規模個人再生による再生計
画認可






令
和

年


月


日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年


月


日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年


月


日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

解散命令公告

鹿児島県公告
下記に掲げる組合は、その代表権を有する者の
所在が知れないので、中小企業等協同組合法第
106条第３項の規定に基づき、解散命令の要旨を
下記のとおり公告する。
令和８年 10 月 14 日

鹿児島県知事 塩田 康一
記

命令の要旨
中小企業等協同組合法第106条第２項の規定に

基づき解散を命ずる。
名称及び主たる事務所の所在地
鹿児島県木材加工協同組合
鹿児島県鹿児島市東開町９番地２
〔教示〕
１ この処分について不服がある場合は、この処
分があったことを知った日の翌日から起算して
３箇月以内に、鹿児島県知事に対して審査請求
をすることができます。
２ この処分については、上記１の審査請求のほ
か、この処分があったことを知った日の翌日か
ら起算して６箇月以内に、鹿児島県（代表者鹿
児島県知事）を被告として、処分の取消しの訴
えを提起することができます。なお、上記１の

審査請求をした場合には、処分の取消しの訴え
は、その審査請求に対する裁決があったことを
知った日の翌日から起算して６箇月以内に提起
することができます。
３ ただし、上記１又は２の期間が経過する前に、
この処分（審査請求をした場合には、その審査
請求に対する裁決）があった日の翌日から起算
して１年を経過した場合は、審査請求をするこ
とや処分の取消しの訴えを提起することができ
なくなります。

会 社 そ の 他 の 公 告

解 散 公 告

当 社 は 、 解 散 い た し ま し た の で 、 当 社 に 債 権 を

有 す る 方 は 、 本 公 告 掲 載 の 翌 日 か ら 二 箇 月 以 内 に

お 申 し 出 下 さ い 。

な お 、 右 期 間 内 に お 申 し 出 が な い と き は 清 算 か

ら 除 斥 し ま す 。

令 和 八 年 十 月 十 四 日

札 幌 市 手 稲 区 富 丘 六 条 四 丁 目 一 三 一 二

合 同 会 社 満 福

清 算 人 小 河 亮 太




令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

岩
手
県
盛
岡
市
本
宮
一
丁
目
二
番
一
二
号

株
式
会
社
ｇ
ａ
ｉ
ｎ
ｓ

代
表
清
算
人

村
田

和
士

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

岩
手
県
北
上
市
大
通
り
二
丁
目
六
番
三
四
号

丸
巳
林
産
株
式
会
社

代
表
清
算
人

伊
藤

賢
二

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

仙
台
市
宮
城
野
区
日
の
出
町
三
丁
目
二
番
一
九
号

有
限
会
社
エ
ン
タ
ー
ゲ
ー
ト

清
算
人

綱
木
美
與
子

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

秋
田
市
牛
島
西
四
丁
目
一
一
番
二
一
号

有
限
会
社
エ
ス
コ
秋
田

清
算
人

嶋
宮

光
明

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
十
七
日
総
社
員
の
同
意
に
よ

り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
方

は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出

下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

秋
田
県
仙
北
市
田
沢
湖
生
保
内
字
武
蔵
野
三
三
九

番
地

ｍ
ｉ
ｒ
ａ
ｉ

ｐ
ｒ
ｏ
ｄ
ｕ
ｃ
ｅ
合
同
会
社

清
算
人

島
川

理
栄

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
開
催
の
臨
時
株
主
総

会
の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債

権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以

内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

山
形
県
酒
田
市
広
栄
町
一
丁
目
二
番
三
号

庄
内
定
温
輸
送
株
式
会
社

代
表
清
算
人

沼
倉

和
広

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

茨
城
県
つ
く
ば
市
小
野
川
一
四
番
地
八

有
限
会
社
サ
ッ
プ
ス

清
算
人

山
室

聡

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

群
馬
県
高
崎
市
萩
原
町
四
二
四
番
地
一

有
限
会
社
キ
ャ
プ
テ
ン
オ
ー
ト

清
算
人

関
口

忠
士

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
一
日
開
催
の
臨
時
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
し
ま
し
た
。
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
出

く
だ
さ
い
。
尚
、
右
期
間
内
に
お
申
出
が
な
い
時
は
清
算

か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

埼
玉
県
北
本
市
本
宿
二
丁
目
二
一
番

株
式
会
社
Ａ
ｃ
ｃ
ｕ
Ｔ
ｅ
ｃ
ｈ

代
表
清
算
人

樋
田

由
之

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

埼
玉
県
越
谷
市
千
間
台
西
三
丁
目
二
番
地
パ
ー
ク

タ
ウ
ン
三

八
〇
五

株
式
会
社
ウ
エ
ッ
ジ
ー
ズ

代
表
清
算
人

三
田

篤

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

埼
玉
県
さ
い
た
ま
市
北
区
奈
良
町
一
三
一
番
地
一
一

ケ
イ
・
ア
イ
プ
ラ
ン
ニ
ン
グ
株
式
会
社

代
表
清
算
人

川
俣

絵
理

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
二
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

千
葉
県
船
橋
市
習
志
野
四
丁
目
一
五
番
三
号

株
式
会
社
ア
ル
ゴ
シ
ス
テ
ム

代
表
清
算
人

河
本

正
生

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
二
十
四
日
会
社
法
第
三
一
九

条
第
一
項
に
基
づ
く
議
決
権
を
行
使
す
る
こ
と
が
で
き
る

株
主
全
員
の
書
面
に
よ
る
同
意
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し

た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の

翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

千
葉
市
中
央
区
東
千
葉
一
丁
目
一
三
番
三
号

株
式
会
社
プ
ロ
ス
パ
ー
ホ
ー
ム

代
表
清
算
人

渡
邉

憂
子

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
二
十
八
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

東
京
都
渋
谷
区
猿
楽
町
一
二
番
三
五
号

合
同
会
社
め
き
し
こ

清
算
人

秋
田

大
輔

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
解
散
い
た
し
ま
し

た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の

翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
右
期
間
内

に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

東
京
都
中
央
区
銀
座
一
丁
目
二
二
番
一
一
号
銀
座

大
竹
ビ
ジ
デ
ン
ス
二
階

合
同
会
社
ｈ
ｕ
ｍ
ｏ
ｒ
ｉ
ｓ
ｔ
ｉ
ｑ
ｕ
ｅ

清
算
人

岩
渕

直
子

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
十
日
総
社
員
の
同
意
に
よ
り

解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、

本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

東
京
都
板
橋
区
板
橋
四
丁
目
一
七
番
五
号

合
同
会
社
Ｔ
Ａ
Ｍ
Ｉ
Ｒ
Ｅ
Ｉ

清
算
人

辻
本

光
穂

解
散
公
告

当
法
人
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債

権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以

内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

東
京
都
世
田
谷
区
松
原
一
丁
目
三
三
番
一
八
号

一
般
社
団
法
人
Ｈ
Ａ
Ｇ
Ｕ

Ｐ
ｅ
ｔ

Ｊ
Ａ
Ｐ

Ａ
Ｎ

代
表
清
算
人

川
島

恵





令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
法
人
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債

権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以

内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出

が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

東
京
都
板
橋
区
富
士
見
町
一
七
番
四
号

特
定
非
営
利
活
動
法
人
空
き
家
相
談
セ
ン
タ
ー

清
算
人

深
町

正
夫

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
七
年
十
一
月
二
十
五
日
総
社
員
の
同
意

に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す

る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申

し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

東
京
都
豊
島
区
南
池
袋
二
丁
目
四
五
番
二

一
八

〇
八

Ｒ
ｉ
ｃ
ｈ
＆
Ｌ
ｕ
ｃ
ｋ
ｙ
合
同
会
社

清
算
人

劉

婭
琴

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

東
京
都
渋
谷
区
道
玄
坂
一
丁
目
一
〇
番
八
号
渋
谷

道
玄
坂
東
急
ビ
ル
二
Ｆ

Ｃ

株
式
会
社
ｈ
ｉ
ｍ
ｉ
ｔ
ｓ
ｕ

代
表
清
算
人

ニ
ー
ロ
ン

紅
石

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
付
を
も
っ
て
解
散
い

た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

東
京
都
稲
城
市
平
尾
一
丁
目
三
一
番
地
の
五

海
老
屋
商
事
株
式
会
社

代
表
清
算
人

秋
元

幸
久

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

東
京
都
三
鷹
市
下
連
雀
一
丁
目
二
八
番
一
九
号

有
限
会
社
エ
デ
ュ
ケ
ア

清
算
人

中
根

敏
裕

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

東
京
都
足
立
区
綾
瀬
一
丁
目
九
番
一
七
号

有
限
会
社
レ
ー
ベ
ン

清
算
人

星
野

和
夫

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

東
京
都
日
野
市
旭
が
丘
五
丁
目
一
二
番
五
三
号
桜

ハ
イ
ツ
二
〇
五

Ｊ
Ｋ
Ｓ
株
式
会
社

代
表
清
算
人

山
口

ね
ろ

解
散
公
告

当
社
は
、
総
社
員
の
同
意
に
よ
り
令
和
八
年
九
月
二
十

九
日
を
も
っ
て
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

東
京
都
港
区
虎
ノ
門
三
丁
目
二
二
番
一
〇

二
〇

一
号

メ
ー
プ
ル
合
同
会
社

清
算
人

粟
国

正
樹

解
散
公
告

当
法
人
は
、
社
員
総
会
の
決
議
に
よ
り
令
和
八
年
九
月

二
十
九
日
を
も
っ
て
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人

に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇

月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

東
京
都
港
区
虎
ノ
門
三
丁
目
二
二
番
一
〇

二
〇

一
号

一
般
社
団
法
人
Ｈ
Ｄ
Ｇ
２
２

代
表
清
算
人

粟
国

正
樹

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
二
十
五
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

東
京
都
江
東
区
牡
丹
二
丁
目
一
三
番
四

一
〇
二
号

株
式
会
社
ジ
ョ
イ
ハ
ウ
ジ
ン
グ

代
表
清
算
人

森

孝

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

東
京
都
新
宿
区
西
新
宿
七
丁
目
二
二
番
二
七
号

株
式
会
社
Ａ
Ｉ
Ｍ
Ｕ
Ｓ

代
表
清
算
人

森

佳
宏

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

東
京
都
新
宿
区
西
新
宿
七
丁
目
二
二
番
二
七
号

株
式
会
社
Ａ
Ｒ
Ｔ

代
表
清
算
人

森

佳
宏

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

東
京
都
新
宿
区
西
新
宿
七
丁
目
二
二
番
二
七
号

株
式
会
社
Ｎ
Ｅ
Ｘ
Ｉ
Ａ

代
表
清
算
人

森

佳
宏

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

東
京
都
新
宿
区
西
新
宿
七
丁
目
二
二
番
二
七
号

株
式
会
社
Ｇ
ｒ
ａ
ｔ
ｉ
ｓ

代
表
清
算
人

森

佳
宏

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
の
株
主
総
会
の
決
議

に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す

る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申

し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

東
京
都
港
区
南
青
山
二
丁
目
二
番
八
号
Ｄ
Ｆ
ビ
ル

五
階

Ｌ
ａ
ｍ
ｉ
ｏ
ｄ
ｉ
ｎ
ｅ
株
式
会
社

代
表
清
算
人

小
野

達
也

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

東
京
都
千
代
田
区
神
田
錦
町
三
丁
目
一
五
番
地
錦

精
社
神
田
ビ
ル
二
二
〇

D
eerfield

G
reen

N
ih
o
n 株
式
会
社

代
表
清
算
人

ケ
ビ
ン
・
オ
ニ
ー
ル
・
ス
ト
ー
ル

解
散
公
告

当
法
人
は
、
一
般
社
団
法
人
及
び
一
般
財
団
法
人
に
関

す
る
法
律
第
二
〇
六
条
第
一
号
の
規
定
に
よ
り
解
散
い
た

し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

東
京
都
渋
谷
区
道
玄
坂
一
丁
目
一
五
番
三
号
プ
リ

メ
ー
ラ
道
玄
坂
六
一
八一

般
社
団
法
人
日
本
学
基
金

代
表
清
算
人

有
川
雄
二
郎





令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
二
丁
目
三
番
二
号
郵
船

ビ
ル
デ
ィ
ン
グ
一
階

Ｇ
ｒ
ａ
ｎ
ｄ

Ｓ
ｉ
ａ
ｍ

Ｔ
ｏ
ｋ
ｙ
ｏ
合
同

会
社

清
算
人

タ
ン
・
チ
ャ
ウ
・
ヤ
ン
、
ユ
ー
ジ
ン

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
二
十
三
日
、
総
社
員
の
同
意

に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す

る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申

し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

東
京
都
江
戸
川
区
西
葛
西
七
丁
目
二
九
番
一
〇
号

モ
ン
キ
ー
と
バ
ー
ド
合
同
会
社

清
算
人

権
野

亮
介

解
散
公
告

当
組
合
は
、
令
和
八
年
九
月
二
十
四
日
開
催
の
臨
時
総

会
の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
組
合
に

債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月

以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し

出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

東
京
都
港
区
虎
ノ
門
三
丁
目
五
番
一
号

技
術
研
究
組
合
国
際
廃
炉
研
究
開
発
機
構

代
表
清
算
人

木
山

雅
晴

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
二
十
五
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

東
京
都
世
田
谷
区
太
子
堂
四
丁
目
一
八
番
一
五
号

マ
ガ
ザ
ン
三
軒
茶
屋
二

三
Ｆ

三

株
式
会
社
Ｇ
Ｒ
Ｏ
Ｕ
Ｎ
Ｄ

代
表
清
算
人

佐
藤

雅
哉

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

東
京
都
国
分
寺
市
日
吉
町
四
丁
目
一
〇
番
地
二
二

有
限
会
社
雄
紀
工
業

清
算
人

馬
場

幸
雄

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

東
京
都
港
区
赤
坂
八
丁
目
七
番
一
八
号
ハ
イ
・
ト

リ
オ
赤
坂
八
丁
目
二
〇
五
号
室合

同
会
社
ア
ベ
リ
オ

清
算
人

ラ
ム
ラ
ー
・
ネ
イ
サ
ン
・
ジ
ョ
ン

解
散
公
告

当
社
は
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

東
京
都
中
央
区
銀
座
一
丁
目
一
二
番
四
号
Ｎ
＆
Ｅ

Ｂ
Ｌ
Ｄ
．
六
Ｆ

株
式
会
社
Ｌ
Ｓ
Ａ

代
表
清
算
人

上
田

耕
士

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

東
京
都
大
田
区
池
上
一
丁
目
五

七

一
〇
六
号

株
式
会
社
フ
ァ
ル
フ

代
表
清
算
人

安
倍
友
梨
子

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

東
京
都
港
区
赤
坂
八
丁
目
七
番
一
八
号
ハ
イ
・
ト

リ
オ
赤
坂
八
丁
目
二
〇
五
号
室

カ
イ
ロ
ン
グ
ル
ー
プ
株
式
会
社

代
表
清
算
人

ラ
ム
ラ
ー
ネ
イ
サ
ン
ジ
ョ
ン

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
十
五
日
総
社
員
の
同
意
に
よ

り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
方

は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出

下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

東
京
都
中
央
区
銀
座
一
丁
目
二
二
番
一
一
号
銀
座

大
竹
ビ
ジ
デ
ン
ス
二
階

Ｋ
＆
Ｈ
合
同
会
社

代
表
清
算
人

荒
瀬

晃
介

解
散
公
告

当
社
は
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は

清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

東
京
都
台
東
区
上
野
二
丁
目
六
番
三
号

Ｆ
．
Ｍ
２
０
２
０
合
同
会
社

清
算
人

ウ
パ
タ
ン
サ
ラ
ン
レ
ワ
デ
ィ
ー

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

東
京
都
文
京
区
水
道
二
丁
目
九
番
八
江
戸
川
ハ
イ

ツ
二
〇
五
号
室

Ｐ
ｌ
ｅ
ｒ
ｏ
ｍ
ａ
株
式
会
社

代
表
清
算
人

董

建
偉

解
散
公
告

当
社
は
、
総
社
員
の
同
意
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た

の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌

日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

東
京
都
中
央
区
築
地
五
丁
目
四
番
一
九
号

Ａ
ｘ
ｅ
ｌ
ｎ
ａ

Ｓ
ｏ
ｌ
ｕ
ｔ
ｉ
ｏ
ｎ
ｓ
合
同

会
社清

算
人

ア
レ
ッ
ク
ス
・
ヤ
ッ
プ
・
ク
ン
・

ミ
ン

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

東
京
都
羽
村
市
五
ノ
神
三
丁
目
七
番
地
の
一
四

有
限
会
社
正
栄
商
会

清
算
人

小
林

進
一

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

東
京
都
中
央
区
銀
座
一
丁
目
一
五

七
マ
ッ
ク
銀

座
ビ
ル
八
〇
一

株
式
会
社
Ｐ
ｒ
ｉ
ｅ
ｒ

Ｊ
ａ
ｐ
ａ
ｎ

代
表
清
算
人

田
口
恵
美
子

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

東
京
都
西
東
京
市
田
無
町
四
丁
目
六
番
二
号

小
林
設
計
建
設
株
式
会
社

代
表
清
算
人

小
林

一
人

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
付
会
社
法
第
三
一
九

条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
株
主
総
会
の
書
面
決
議
に
よ
り

解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、

本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

東
京
都
港
区
赤
坂
一

八

一
赤
坂
イ
ン
タ
ー
シ

テ
ィ
Ａ
Ｉ
Ｒ
九
Ｆ

株
式
会
社
Ｔ

Ａ
ｄ
ｖ
ｉ
ｓ
ｏ
ｒ
ｙ

代
表
清
算
人

沼
沢

想
太





令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
法
人
は
、
一
般
社
団
法
人
及
び
一
般
財
団
法
人
に
関

す
る
法
律
第
二
〇
六
条
第
一
号
の
規
定
に
よ
り
解
散
い
た

し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

東
京
都
中
央
区
日
本
橋
三
丁
目
九
番
一
号

日
本
橋
三
丁
目
ス
ク
エ
ア
一
一
階

Ａ
４
Ｊ
Ｐ

Ｏ
ｃ
ｔ
ｏ
ｂ
ａ
ｌ
ｌ
一
般
社
団
法
人

代
表
清
算
人

清
水

庸
三

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

神
奈
川
県
横
浜
市
中
区
桜
木
町
一
丁
目
一
〇
一
番

地
一

ク
ロ
ス
ゲ
ー
ト
七
階

株
式
会
社
デ
ー
タ
・
ク
ォ
リ
テ
ィ
ー

代
表
清
算
人

全

学

英

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

横
浜
市
旭
区
今
宿
一
丁
目
四
三
番
二
一
号

合
同
会
社
事
業
承
継
戦
略
研
究
所

清
算
人

田
中

一

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
に
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

神
奈
川
県
横
浜
市
山
下
町
九
九
番
地

Ｗ
ｈ
ａ
ｒ
ｆ

Ｄ
ｅ
ｓ
ｉ
ｇ
ｎ

Ｗ
ｏ
ｒ
ｋ
ｓ

合
同
会
社

代
表
清
算
人

細
田

恵
子

解
散
公
告

当
会
社
は
令
和
八
年
九
月
二
十
四
日
解
散
い
た
し
ま
し

た
。
債
権
者
は
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
く
だ
さ
い
。
な
お
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い

場
合
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

神
奈
川
県
川
崎
市
川
崎
区
駅
前
本
町
一
一
番
地
二

川
崎
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
ビ
ル
四
階

Ｓ
ｏ
ｌ
ａ
Ａ
ｒ
ｃ
合
同
会
社

清
算
人

宿
利

安
弘

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

横
浜
市
南
区
二
葉
町
一
丁
目
一
番
地
九
グ
ラ
ン
シ

テ
ィ
横
濱
二
〇
一
号

株
式
会
社
Ｅ
・
Ｋ
ビ
ュ
ー
テ
ィ
ー
オ
フ
ィ
ス

代
表
清
算
人

是
末

悦
子

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
付
の
総
社
員
の
同
意

に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す

る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申

し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

横
浜
市
磯
子
区
森
五
丁
目
四
番
一
〇
号

Ｆ
Ａ
Ｍ
合
同
会
社

清
算
人

服
部

京
子

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
三
年
十
二
月
十
五
日
会
社
法
第
四
七
二

条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当

社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二

箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

富
山
市
婦
中
町
速
星
八
四
一
番
地
三

株
式
会
社
ポ
レ
ポ
レ

代
表
清
算
人

牧
野

武
志

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

福
井
県
坂
井
市
丸
岡
町
上
田
町
一
丁
目
一
番
地

株
式
会
社
Ｔ
＆
Ｓ

代
表
清
算
人

齊
藤

園
子

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
十
七
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

長
野
県
木
曽
郡
木
曽
町
日
義
二
二
五
六
番
地
一

八
幡
工
業
株
式
会
社

代
表
清
算
人

加
藤

拓
哉

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

岐
阜
市
松
鴻
町
二
丁
目
一
七
番
地
一
五

株
式
会
社
深
尾
繁
一
商
事

代
表
清
算
人

大
澤

英
子

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
二
十
六
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

岐
阜
県
各
務
原
市
桜
木
町
五
丁
目
七
九
番
地

Ｐ
ｉ
ｎ
ｅ

Ｒ
ｏ
ｏ
ｔ
ｓ

Ｃ
ｏ
ｎ
ｓ
ｕ
ｌ
ｔ

ｉ
ｎ
ｇ
合
同
会
社

清
算
人

坂
井
裕
歌
里

解
散
公
告

当
法
人
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
に
解
散
い
た
し
ま

し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲

載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

静
岡
県
島
田
市
中
央
町
七
番
の
一
一

特
定
非
営
利
活
動
法
人
未
来
ク
リ
エ
ー
ト
２
１

清
算
人

伊
藤

育
子

解
散
公
告

当
社
は
、
株
主
総
会
の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し

た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の

翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

愛
知
県
名
古
屋
市
中
村
区
名
駅
四
丁
目
二
四
番
五

号
第
二
森
ビ
ル
四
〇
一

有
限
会
社
ハ
ヤ
シ

清
算
人

林

建
吾

解
散
公
告

当
法
人
は
、
一
般
社
団
法
人
及
び
一
般
財
団
法
人
に
関

す
る
法
律
第
二
〇
六
条
第
一
号
の
規
定
に
よ
り
解
散
い
た

し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

愛
知
県
名
古
屋
市
中
村
区
名
駅
三

四

一
〇
ア

ル
テ
ィ
メ
イ
ト
名
駅
１
Ｓ
ｔ
二
階

一
般
社
団
法
人
健
康
と
生
活
環
境
改
善
協
会

代
表
清
算
人

村
田

剛

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

名
古
屋
市
北
区
大
曽
根
三
丁
目
一
〇
番
七
号

Ｆ
Ｘ
コ
ネ
ク
ト
プ
ラ
ス
株
式
会
社

代
表
清
算
人

鳥
羽

真
由





令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
社
は
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い

と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

名
古
屋
市
港
区
築
盛
町
八
〇
番
地
の
二

有
限
会
社
ニ
シ
テ
ッ
ク

清
算
人

西
﨑

真

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

京
都
府
舞
鶴
市
森
九
八
七
番
地合

同
会
社
フ
ク
ロ
ウ

代
表
清
算
人

鬼
頭

秀
行

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
総
社
員
の
同
意
に
よ

り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
方

は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出

下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は

清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

京
都
市
下
京
区
七
条
通
油
小
路
東
入
大
黒
町
二
二

七
番
地

第
二
キ
ョ
ー
ト
ビ
ル
四
〇
二

合
同
会
社
Ｌ
Ｉ
Ｖ
Ｉ
Ｎ
Ｇ

Ｆ
Ｏ
Ｒ
Ｅ
Ｓ
Ｔ

清
算
人

旭

彩

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

京
都
市
下
京
区
西
七
条
北
東
野
町
九
五
番
地

楽
道
株
式
会
社

代
表
清
算
人

林

廣
榮

解
散
公
告

当
法
人
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債

権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以

内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出

が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

大
阪
市
淀
川
区
西
中
島
三
丁
目
九
番
一
三
号
Ｎ
Ｌ

Ｃ
新
大
阪
８
号
館
四
〇
七
号
室

特
定
非
営
利
活
動
法
人
Ｑ
Ｏ
Ｌ
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

清
算
人

大
沼

裕

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

大
阪
府
和
泉
市
王
子
町
三
丁
目
三
番
七
号

和
泉
機
材
産
業
株
式
会
社

代
表
清
算
人

陳

志
国

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

大
阪
市
西
成
区
山
王
二
丁
目
二
番
二
〇
号
永
益
山

王
ハ
イ
ツ
２

二
〇
一
号

一
頭
牛
株
式
会
社

代
表
清
算
人

管

懐
源

解
散
公
告

当
社
は
、
株
主
総
会
の
決
議
に
よ
り
令
和
八
年
十
月
一

日
に
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

大
阪
府
豊
能
郡
能
勢
町
栗
栖
一
六
番
地
の
二

株
式
会
社
横
川
石
油

代
表
清
算
人

横
川

靖
久

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

大
阪
府
茨
木
市
駅
前
四
丁
目
四
番
二
七
号

ハ
ル
シ
ス
テ
ム
ズ
有
限
会
社

清
算
人

細
見

朱
美

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

大
阪
市
住
之
江
区
粉
浜
西
二
丁
目
三
番
四
七
号

南
側
建
物

白
川
木
材
株
式
会
社

代
表
清
算
人

白
川

雅
一

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

大
阪
市
東
成
区
深
江
北
三
丁
目
四
番
二
一
号
エ
ク

ラ
深
江
橋
二
〇
一
Ｃ

伊
澤
株
式
会
社

代
表
清
算
人

毛

萍

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

大
阪
市
中
央
区
松
屋
町
九
番
二
〇
号
ロ
ー
レ
ル
ス

テ
ー
ト
松
屋
町
七
〇
八
Ｂ

日
本
佳
沛
株
式
会
社

代
表
清
算
人

顧

麗
娟

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

大
阪
市
中
央
区
松
屋
町
九
番
二
〇
号
ロ
ー
レ
ル
ス

テ
ー
ト
松
屋
町
一
二
〇
一
Ｂ

万
川
集
海
株
式
会
社

代
表
清
算
人

姜

文
傑

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

大
阪
市
城
東
区
関
目
五
丁
目
一
九
番
九
号
関
目
花

博
公
館
一
一
〇
Ａ

日
豊
偉
業
株
式
会
社

代
表
清
算
人

盛

綱

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
二
十
八
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

大
阪
府
茨
木
市
野
々
宮
一
丁
目
四
番
四
五
号

ハ
ー
テ
ィ
ス
・
プ
ロ
株
式
会
社

代
表
清
算
人

日
下

直
樹

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

大
阪
市
住
之
江
区
浜
口
西
二
丁
目
二
番
一
二
号

有
限
会
社
山
﨑
伝
う
る
し
工
芸
舎

清
算
人

山
﨑

和
幸

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
を
も
っ
て
解
散
い
た

し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告

掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

大
阪
府
阪
南
市
箱
作
二
五
二
〇
番
地
の
一
五

株
式
会
社
一
紗

代
表
清
算
人

勝
井

平
治





令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

神
戸
市
東
灘
区
住
吉
本
町
一
丁
目
六
番
八
号

株
式
会
社
Ｏ
ｖ
ａ
ｔ
ｉ
ｏ
ｎ

Ｐ
ｌ
ｕ
ｓ

代
表
清
算
人

梅
村

雄
士

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

兵
庫
県
尼
崎
市
上
坂
部
二
丁
目
六
番
一
〇
号

株
式
会
社
中
の
島
商
会

代
表
清
算
人

熱
田

敏
広

解
散
公
告

当
法
人
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債

権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以

内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い

と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

岡
山
県
美
作
市
豊
国
原
一
二
五
番
地
六

一
般
社
団
法
人
Ｅ
Ａ
Ｒ
Ｔ
Ｈ

Ｃ
Ａ
Ｎ
Ｖ
Ａ
Ｓ

清
算
人

佐
々
木
聖
子

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

広
島
県
安
芸
郡
海
田
町
窪
町
四
番
二
号

恵
庭
産
業
有
限
会
社

清
算
人

ハ
ン
・
キ
ャ
サ
リ
ン
・
グ
ア
ン
テ
ロ

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
一
日
開
催
の
株
主
総
会
の
決

議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

広
島
市
東
区
戸
坂
惣
田
二
丁
目
六
番
一
七
号

株
式
会
社
ロ
ー
タ
ス
ポ
ン
ド

代
表
清
算
人

蓮
池

省
三

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

福
岡
市
博
多
区
博
多
駅
前
一
丁
目
四
番
一
号

株
式
会
社
熊
本
合
同

代
表
清
算
人

土
方

範
孝

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
二
十
五
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

福
岡
県
筑
紫
野
市
大
字
山
家
三
七
二
一
番
地

小
野
建
設
有
限
会
社

代
表
清
算
人

小
野

和
子

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

福
岡
県
飯
塚
市
川
津
三
九
八
番
地

エ
ー
ス
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
ー
サ
ー
ビ
ス
株
式
会
社

代
表
清
算
人

田
中

敏
博

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
二
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

熊
本
県
熊
本
市
中
央
区
世
安
二
丁
目
四
番
一
七
号

有
限
会
社
宅
建
遵
天
堂

代
表
清
算
人

田
代

知
行

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
二
十
五
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

沖
縄
県
石
垣
市
字
真
栄
里
一
九
三
番
地
一

Ｍ
ａ
ｒ
ｋ
ｙ
ｓ

ｃ
ｏ
ｍ
ｐ
ａ
ｎ
ｙ
合
同
会
社

清
算
人

麻
中

真
樹

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

沖
縄
県
豊
見
城
市
字
翁
長
八
四
五
番
地
の
八

株
式
会
社
上
原
仮
設
機
材

代
表
清
算
人

上
原

重
男

解
散
公
告
（
第
一
回
）

当
組
合
は
、
令
和
八
年
六
月
二
十
八
日
開
催
の
臨
時
大

会
の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
組
合
に

債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月

以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し

出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

大
阪
府
三
島
郡
島
本
町
山
崎
三
丁
目
八
番
一
号

大
阪
染
工
労
働
組
合
清
算
委
員
会

清
算
人

藤
井

章
統

解
散
公
告
（
第
二
回
）

当
法
人
は
、
令
和
八
年
九
月
十
日
社
員
総
会
の
決
議
に

よ
り
解
散
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、

本
公
告
第
一
回
掲
載
（
令
和
八
年
十
月
七
日
）
の
翌
日
か

ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
右
期
間
内
に
お
申

し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

北
海
道
北
見
市
本
町
四
丁
目
二
番
九
号

医
療
法
人
社
団
小
西
歯
科
医
院

清
算
人

小
西

慶
明

解
散
公
告
（
第
二
回
）

当
法
人
は
、
令
和
三
年
十
一
月
十
三
日
社
員
の
欠
乏
に

よ
り
解
散
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す
る
者
は
、

本
公
告
第
一
回
掲
載
（
令
和
八
年
十
月
十
三
日
）
の
翌
日

か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
右
期
間
内
に
お

申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

愛
媛
県
松
山
市
北
条
辻
三
一
八
番
地
一

医
療
法
人
松
木
医
院

清
算
人

永
井

卓
也

解
散
公
告
（
第
二
回
）

当
法
人
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債

権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
第
一
回
掲
載
（
令
和
八
年
十

月
十
三
日
）
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算

か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

熊
本
県
下
益
城
郡
美
里
町
馬
場
七
五
七
番
地
一

医
療
法
人
田
上
会

清
算
人

田
上

洋
一

解
散
公
告
（
第
二
回
）

当
法
人
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債

権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
第
一
回
掲
載
（
令
和
八
年
十

月
七
日
）の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し

ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

宮
崎
県
え
び
の
市
大
字
向
江
五
〇
六
番
地

医
療
法
人
黎
明
会

清
算
人

黒
木
富
士
子

解
散
公
告
（
第
二
回
）

当
法
人
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
を
も
っ
て
診
療

所
を
閉
鎖
し
た
た
め
、
定
款
で
定
め
た
解
散
事
由
の
発
生

に
よ
り
解
散
し
た
の
で
、当
法
人
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、

本
公
告
第
一
回
掲
載
（
令
和
八
年
十
月
十
三
日
）
の
翌
日

か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

沖
縄
県
う
る
ま
市
石
川
東
山
二
丁
目
三
〇
番
一
四
号

医
療
法
人
新
風
会

清
算
人

山
口

隆





第 76 期決算公告 令和８年９月14日
埼玉県春日部市南一丁目６番９号

金杉建設株式会社
代表取締役 吉川 祐介

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 2,697,391
固 定 資 産 10,308,876
合 計 13,006,267

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 2,466,765
固 定 負 債 2,330,663
株 主 資 本 8,208,839
資 本 金 98,000
資 本 剰 余 金 18,000
利 益 剰 余 金 8,096,539
利 益 準 備 金 24,500
その他利益剰余金 8,072,039
(うち当期純利益) (644,046)
自 己 株 式 3,700
合 計 13,006,267

令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告
（
第
三
回
）

当
法
人
は
、
令
和
八
年
九
月
十
四
日
を
も
っ
て
解
散
い

た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本

公
告
第
一
回
掲
載
（
令
和
八
年
十
月
九
日
）
の
翌
日
か
ら

二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に

お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

栃
木
県
宇
都
宮
市
大
和
二
丁
目
一
番
二
三
号

医
療
法
人
耳
鼻
咽
喉
科
佐
藤
ク
リ
ニ
ッ
ク

清
算
人

佐
藤

克

解
散
公
告
（
第
三
回
）

当
法
人
は
、
令
和
八
年
八
月
十
日
開
催
の
臨
時
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
第
一
回
掲
載
（
令
和
八
年
十
月

九
日
）
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら

除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

東
京
都
渋
谷
区
桜
丘
町
一
二
番
八
号

渋
谷
コ
ー
ポ
ラ
ス
管
理
組
合
法
人

代
表
清
算
人

笹
本

秀
文

解
散
公
告
（
第
三
回
）

当
組
合
は
、
令
和
八
年
九
月
四
日
開
催
の
総
会
の
決
議

に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
組
合
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
第
一
回
掲
載（
令
和
八
年
十
月
九
日
）

の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

福
岡
県
八
女
市
新
庄
一
六
一
五
番
地

農
事
組
合
法
人
若
獅
子

清
算
人

大
石

浩
嗣

解
散
公
告
（
第
三
回
）

当
法
人
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債

権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
第
一
回
掲
載
（
令
和
八
年
九

月
三
十
日
）
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

鹿
児
島
県
指
宿
市
山
川
岡
児
ヶ
水
三
五
七
番
地

医
療
法
人
橋
口
医
院

清
算
人

橋
口
美
貴
子





第 35 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 14 日
千葉県八千代市勝田台北一丁目１番１号

株式会社みかど
代表取締役 三 芳恵

貸借対照表の要旨
(令和８年７月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 256,030
固 定 資 産 1,267,120
合 計 1,523,150

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 22,260
固 定 負 債 1,395,911
株 主 資 本 104,979
資 本 金 25,000
利 益 剰 余 金 79,979
その他利益剰余金 79,979
(うち当期純利益) (25,369)
合 計 1,523,150

令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報



令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報


シ
ノ
ケ
ン
・
レ
ジ
デ
ン
シ
ャ
ル
投
資
法
人


国
土
交
通
大
臣

投
法
第
143号


清
算
執
行
人

宮
原
秀
一
郎


東
京
都
港
区
浜
松
町
二
丁
目
３
番
１
号

1000万

円

国
土
交
通
大
臣

東
京
都
港
区
浜
松
町
二
丁
目
３

番
１
号
シ
ノ
ケ
ン
・
レ
ジ
デ
ン
シ
ャ
ル
投
資
法
人
清
算
執
行
人
宮
原
秀
一
郎


豊
田
ハ
ウ
ス
株
式
会
社


愛
知
県
知
事

18400


代
表
取
締
役

池
田

彦

愛
知
県
豊
田
市
山
之
手
４

丁
目
134番

地

1000万

円

愛
知
県
知
事

愛
知
県
豊
田
市
山
之
手
４
丁
目
134番

地
豊
田
ハ
ウ
ス
株
式
会

社
代
表
取
締
役
池
田

彦


ふ
く
と
く
不
動
産


愛
知
県
知
事

21099



田
富
雄


愛
知
県
名
古
屋
市
千
種
区
猫
洞
通
五
丁
目
10番

地
２
タ
ウ
ン
コ
ー
ト
本
山
１
Ｂ
号
室

1000万

円

愛
知
県
知
事

愛
知
県
名
古
屋
市
千
種
区
猫
洞
通
五
丁
目

10番
地
２
タ
ウ
ン
コ
ー
ト
本
山
１
Ｂ
号
室
ふ
く
と
く
不
動
産

田
富
雄

配
当
公
告

千
葉
県
館
山
市
沼
一
〇
三
二
番
地

破
産
者

東
生
産
業
株
式
会
社

右
の
者
に
対
す
る
千
葉
地
方
裁
判
所
館
山
支
部
令
和
六

年
（
フ
）第
十
九
号
破
産
事
件
の
最
終
配
当
を
行
う
の
で
、

次
の
よ
う
に
公
告
す
る
。

一
、
配
当
に
加
え
る
べ
き
債
権
の
総
額

金
七
三
、
四
四
九
、
二
〇
〇
円

一
、
配
当
す
る
こ
と
の
で
き
る
金
額

金
三
〇
、
二
〇
九
、
四
九
八
円

令
和
八
年
十
月
十
四
日

千
葉
県
鴨
川
市
横
渚
一
〇
六
七
番
地
三
か
め
や
ビ

ル
一

三
階
Ｃ
号
室

か
も
が
わ
総
合
法
律
事
務

所

破
産
管
財
人

弁
護
士

金
澤

佳
弘

宅
地
建
物
取
引
業
者
営
業
保
証
金
取
り
も
ど
し
公
告

宅
地
建
物
取
引
業
法
第
30条
及
び
宅
地
建
物
取
引
業
者
営
業
保
証
金
規
則
第
７
条
の
規
定
に
よ
り
次
の
と
お
り
公
告

し
ま
す
。

下
記
の
者
に
係
る
営
業
保
証
金
に
つ
き
宅
地
建
物
取
引
業
法
第
27条
第
１
項
の
権
利
を
有
す
る
者
は
、
本
公
告
掲
載

の
翌
日
か
ら
６
箇
月
以
内
に
そ
の
債
権
の
額
、
債
権
発
生
の
原
因
た
る
事
実
並
び
に
住
所
氏
名
又
は
名
称
を
記
載
し
た

申
出
書
２
通
を
下
記
提
出
先
に
提
出
し
て
下
さ
い
。
前
記
の
申
出
書
の
提
出
が
な
い
と
き
は
、
下
記
の
者
に
係
る
営
業

保
証
金
は
同
人
に
返
還
さ
れ
ま
す
。

令
和
８
年
10
月
14
日

記
［
掲
載
順
序
］


商
号
又
は
名
称

免
許
証
番
号

（
代
表
者
の
）
氏
名

事
務
所
の
所
在
地

営
業
保
証
金
の
額

申

出
書
提
出
先

掲
載
者
住
所
、
商
号
又
は
名
称
及
び
氏
名





決算公告 令和８年10月14日
東京都千代田区大手町一丁目６番１号
ＰＪ Ｈｏｌｄｉｎｇｓ株式会社

代表取締役 佐藤 大輔
貸借対照表の要旨(令和７年12月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資

産

の

部

流 動 資 産 393,524
固 定 資 産 9,191,060
繰 延 資 産 655
資 産 合 計 9,585,240

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 3,082,244
固 定 負 債 4,882,000
株 主 資 本 1,620,995
資 本 金 10,000
資 本 剰 余 金 2,790,000
その他資本剰余金 2,790,000
利 益 剰 余 金 1,179,004
その他利益剰余金 1,179,004
(うち当期純損失) (72,970)

負債・純資産合計 9,585,240

第 29 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 14 日

東京都豊島区池袋２丁目68番１号
福龍池袋ビル

株式会社サンリツ・インターナショナル
代表取締役 栗田 秀子

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(円)

資
産
の
部
流 動 資 産 129,102,335
固 定 資 産 1,062,101,200
資 産 合 計 1,191,203,535

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 84,421,857
固 定 負 債 1,066,203,228
株 主 資 本 40,578,450
資 本 金 10,000,000
利 益 剰 余 金 30,578,450
その他利益剰余金 30,578,450
(うち当期純利益) (22,574,805)

負債・純資産合計 1,191,203,535

第 10 期決算公告 令和８年８月21日
東京都中央区新川二丁目８番４号

株式会社バカン
貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 1,249,767
固 定 資 産 174,765
資 産 合 計 1,424,533

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 648,704
固 定 負 債 539,841
株 主 資 本 219,550
資 本 金 50,000
資 本 剰 余 金 1,098,903
資 本 準 備 金 50,000
その他資本剰余金 1,048,903
利 益 剰 余 金 929,353
その他利益剰余金 929,353
(うち当期純損失) (360)

新 株 予 約 権 16,437
負債・純資産合計 1,424,533

第 ５ 期 決 算 公 告
令和８年９月 16 日
東京都品川区西五反田７丁目16番３号

株式会社Ｍｉｒｉｓ
代表取締役社長 古澤 理一

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 977,395
固 定 資 産 9,297
資 産 合 計 986,693

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 334,824
負 債 合 計 334,824
株 主 資 本 651,868
資 本 金 5,000
利 益 剰 余 金 646,868
その他利益剰余金 646,868
(うち当期純利益) (236,689)
純資産合計 651,868
負債・純資産合計 986,693

第 35 期決算公告 令和８年９月30日
神奈川県横浜市港北区新横浜
二丁目６番３号

横浜マリノス株式会社
代表取締役 芦澤 俊介

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 1,547,060
固 定 資 産 1,192,180
合 計 2,739,241

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 2,453,338
固 定 負 債 183,315
株 主 資 本 102,586
資 本 金 99,000
資 本 剰 余 金 6,378
資 本 準 備 金 6,378
利 益 剰 余 金  2,791
その他利益剰余金  2,791
(うち当期純利益) (4,114)
合 計 2,739,241

第 ３ 期 決 算 公 告
令和８年９月 17 日
山梨県甲府市丸の内２丁目32番19号1002
ＹＡＯＲＯＫＵ＆ＣＯＭＰＡＮＹ株
式会社

代表取締役 佐藤 浩一
貸借対照表の要旨

(令和８年７月31日現在) (単位：円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 7,740,705
合 計 7,740,705

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 673,080
固 定 負 債 5,622,899
株 主 資 本 1,444,726
資 本 金 1,000,000
利 益 剰 余 金 444,726
その他利益剰余金 444,726
(うち当期純利益) (313,184)
合 計 7,740,705

第 61 期決算公告 令和８年10月14日
長野県松本市埋橋二丁目６番１号

株式会社全国長寿会
代表取締役 齋藤 秀市

貸借対照表の要旨(令和８年７月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 247,706
固 定 資 産 53,812
資 産 合 計 301,518

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 20,983
固 定 負 債 229,334
負 債 合 計 250,318
株 主 資 本 51,200
資 本 金 30,000
利 益 剰 余 金 21,200
利 益 準 備 金 7,500
その他利益剰余金 13,700
(うち当期純利益) (2,806)
純資産合計 51,200
負債・純資産合計 301,518

第 54 期決算公告 2026年８月21日
静岡県藤枝市横内849１

レント総合サービス株式会社
代表取締役社長 池ケ谷俊光

貸借対照表の要旨(2026年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 765,005
固 定 資 産 372,534
資 産 合 計 1,137,539

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 341,172
(賞与引当金) (21,201)
固 定 負 債 117,514
(退職給付引当金) (23,913)
株 主 資 本 678,853
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 668,853
利 益 準 備 金 2,500
その他利益剰余金 666,353
(うち当期純利益) (87,104)

負債・純資産合計 1,137,539

第 44 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 14 日

愛知県長 手市蟹原2109番地
エイテック株式会社
代表取締役 浅田 澄夫

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 27,943
固 定 資 産 47,412
合 計 75,355

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 38,346
株 主 資 本 37,009
資 本 金 35,000
利 益 剰 余 金 5,939
利 益 準 備 金 1,935
その他利益剰余金 4,004
(うち当期純損失) (21,181)
自 己 株 式 3,930
合 計 75,355

第７期決算公告 令和８年10月14日
神戸市中央区海岸通６番地

株式会社ＣＢＳホールディングス
代表取締役 友方 裕介

貸借対照表の要旨(令和７年９月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 26,149
固 定 資 産 141,864
資 産 合 計 168,014

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 12,474
固 定 負 債 39,151
株 主 資 本 116,388
資 本 金 50,000
資 本 剰 余 金 33,122
資 本 準 備 金 33,122
利 益 剰 余 金 33,266
その他利益剰余金 33,266
(うち当期純利益) (4,125)

負債・純資産合計 168,014

第 57 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 14 日

神戸市中央区海岸通６番地
株式会社ＣＢＳファシリティーズ

代表取締役 中井 啓太
貸借対照表の要旨(令和７年９月30日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 199,872
固 定 資 産 20,291
資 産 合 計 220,163

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 66,435
固 定 負 債 0
株 主 資 本 153,728
資 本 金 30,000
利 益 剰 余 金 123,728
利 益 準 備 金 3,000
その他利益剰余金 120,728
(うち当期純利益) (59,338)

負債・純資産合計 220,163

第 13 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 14 日

神戸市中央区海岸通６番地
株式会社ＣＢＳサービス
代表取締役社長 梶原 康平

貸借対照表の要旨(令和７年９月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 28,303
固 定 資 産 1,726
資 産 合 計 30,029

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 8,345
固 定 負 債 0
株 主 資 本 21,684
資 本 金 1,000
利 益 剰 余 金 20,684
利 益 準 備 金 27
その他利益剰余金 20,657
(うち当期純利益) (739)

負債・純資産合計 30,029

令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報



第 45 期 決 算 公 告
2026 年９月 28 日 群馬県藤岡市立石1253番地

吾嬬ゴム工業株式会社
代表取締役 末富 重夫

貸借対照表の要旨 (2026年６月30日現在) (単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 730,145 流 動 負 債 157,214
固 定 資 産 188,521 (うち賞与引当金) (4,483)

固 定 負 債 5,083
株 主 資 本 756,015
資 本 金 20,000
利 益 剰 余 金 976,015
利 益 準 備 金 5,000
その他利益剰余金 971,015
(うち当期純利益) (74,256)
自 己 株 式 240,000
評価・換算差額等 353
その他有価証券評価
差額金 353

資 産 合 計 918,667 負債・純資産合計 918,667

決 算 公 告
令和８年 10 月 14 日

東京都千代田区大手町一丁目６番１号
Ｃｌａｒｅｔ Ｈｏｌｄｉｎｇｓ株式会社

代表取締役 佐藤 大輔
貸借対照表の要旨 (令和７年12月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 35,656 流 動 負 債 950
固 定 資 産 2,800,000 株 主 資 本 2,843,038
繰 延 資 産 9,974 資 本 金 23,165

資 本 剰 余 金 2,853,165
資 本 準 備 金 13,165
その他資本剰余金 2,840,000
利 益 剰 余 金 33,291
その他利益剰余金 33,291
(うち当期純損失) (11,753)
新 株 予 約 権 1,643

資 産 合 計 2,845,631 負債・純資産合計 2,845,631

第 60 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 14 日 岡山県和気郡和気町大中山1249番地

株式会社日本チャンキー
代表取締役 藤江 敏史

貸借対照表の要旨 (令和８年６月30日現在) (単位：千円)
資 産 の 部 負債及び純資産の部

流 動 資 産 3,610,017 流 動 負 債 1,053,934
固 定 資 産 2,857,111 固 定 負 債 188,156
有形固定資産 2,689,620 負 債 合 計 1,242,090
無形固定資産 42,079 株 主 資 本 5,200,355
投資その他の資産 125,412 資 本 金 270,000

利 益 剰 余 金 4,930,355
利 益 準 備 金 67,500
その他利益剰余金 4,862,855
(うち当期純利益) (222,748)

評価・換算差額等 24,683
繰延ヘッジ損益 24,683
純資産合計 5,225,038

資 産 合 計 6,467,128 負債・純資産合計 6,467,128

第 29 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 14 日 東京都新宿区西早稲田二丁目20番15号

ラインズ株式会社
代表取締役社長 山口 洋

貸借対照表の要旨 (令和８年３月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 1,699,811 流 動 負 債 2,386,724
固 定 資 産 5,918,097 賞 与 引 当 金 58,835

固 定 負 債 79,316
役員退職慰労引当金 63,920
株 主 資 本 5,151,868
資 本 金 50,000
資 本 剰 余 金 96,211
その他資本剰余金 96,211
利 益 剰 余 金 5,005,657
利 益 準 備 金 12,500
その他利益剰余金 4,993,157
(うち当期純利益) (1,101,781)

資 産 合 計 7,617,908 負債・純資産合計 7,617,908

第 39 期 決 算 公 告
令和８年８月 31 日 東京都世田谷区瀬田二丁目26番７号

伊佐ホームズ株式会社
代表取締役 伊佐 裕

貸借対照表の要旨 (令和８年５月31日現在) (単位：千円)
資 産 の 部 負債及び純資産の部

流 動 資 産 469,976 流 動 負 債 419,461
固 定 資 産 382,385 完成工事補償引当金 3,098

賞 与 引 当 金 5,000
固 定 負 債 341,449
退職給付引当金 30,455
株 主 資 本 91,451
資 本 金 50,000
資 本 剰 余 金 19,012
その他資本剰余金 19,012
利 益 剰 余 金 22,438
利 益 準 備 金 540
その他利益剰余金 21,898
(うち当期純利益) (12,010)

合 計 852,361 合 計 852,361

第 15 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 14 日 東京都渋谷区恵比寿南三丁目５番７号

株 式 会 社 Ｏ Ｎ Ｌ
代表取締役社長 磯部 融輝

貸借対照表の要旨 (令和８年３月31日現在) (単位：千円)
資 産 の 部 負債及び純資産の部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 37,177 流 動 負 債 180

固 定 負 債 1
株 主 資 本 36,995
資 本 金 15,000
資 本 剰 余 金 15,000
資 本 準 備 金 15,000
利 益 剰 余 金 6,995
その他利益剰余金 6,995
(うち当期純損失) (583)

評価・換算差額等 1
その他有価証券評価
差額金 1

合 計 37,177 合 計 37,177

第 56 期 決 算 公 告
令和８年９月 10 日 新潟県長岡市表町１丁目４番地24

ソリマチ株式会社
代表取締役 反町 秀樹

貸借対照表の要旨 (令和８年６月20日現在) (単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 4,040,728 流 動 負 債 557,220
固 定 資 産 4,749,268 固 定 負 債 1,383,000

負 債 合 計 1,940,220
株 主 資 本 6,849,776
資 本 金 49,500
資 本 剰 余 金 87,500
資 本 準 備 金 87,500
利 益 剰 余 金 6,712,776
利 益 準 備 金 30,000
その他利益剰余金 6,682,776
(うち当期純利益) (219,562)
純資産合計 6,849,776

資 産 合 計 8,789,996 負債・純資産合計 8,789,996

第 66 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 14 日 愛知県瀬戸市東横山町75番地

名 東 興 産 株 式 会 社
代表取締役 加藤千恵子

貸借対照表の要旨 (令和８年５月31日現在) (単位：百万円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 1,857 流 動 負 債 1,070
固 定 資 産 23,823 固 定 負 債 17,155

負 債 合 計 18,225
株 主 資 本 7,446
資 本 金 100
利 益 剰 余 金 7,346
(利益準備金) (25)
(その他利益剰余金) (7,321)
(うち当期純利益) (1,314)

評価・換算差額等 8
純資産合計 7,455

資 産 合 計 25,680 負債・純資産合計 25,680

令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報 



第 12 期 決 算 公 告
2026 年 10 月 14 日

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
東京共同会計事務所内

日光２特定目的会社
取締役 北川 久芳

損益計算書の要旨
自 2025年７月１日
至 2026年６月30日

(単位：百万円)
科 目 金 額
営 業 収 益 382
営 業 費 用 339
営 業 利 益 42
営 業 外 収 益 0
営 業 外 費 用 38
経 常 利 益 4
税引前当期純利益 4
法人税、住民税及び
事業税 0

当 期 純 利 益 3

貸借対照表の要旨 (2026年６月30日現在) (単位：百万円)
資 産 の 部 負債及び純資産の部

特 定 資 産 14,808 流 動 負 債 2,623
その他の資産 420 固 定 負 債 11,823
流 動 資 産 381 負 債 合 計 14,446
固 定 資 産 32 社 員 資 本 782
繰 延 資 産 6 特 定 資 本 金 0

Ｂ種優先資本金 778
剰 余 金 3
当期未処分利益 3
純資産合計 782

資 産 合 計 15,228 負債・純資産合計 15,228

貸借対照表の要旨(2026年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 265,231
固 定 資 産 183,681
合 計 448,913

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 124,286
(賞与引当金) (371)
固 定 負 債 32,666
(退職給付引当金) (750)
株 主 資 本 291,960
資 本 金 35,000
利 益 剰 余 金 256,960
利 益 準 備 金 4,261
その他利益剰余金 252,699
(うち当期純利益) (16)
合 計 448,913

第 72 期決算公告 2026年10月14日
香川県高松市郷東町79650
株 式 会 社 マ ル ト ク
代表取締役 石田 徹

第 ４ 期 決 算 公 告
2026 年 10 月 14 日

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
東京共同会計事務所内

日光Ｐｌｕｓ21ホールディング特定目的会社
取締役 北川 久芳

損益計算書の要旨
自 2025年７月１日
至 2026年６月30日

(単位：百万円)
科 目 金 額
営 業 収 益 586
営 業 費 用 133
営 業 利 益 453
営 業 外 収 益 0
営 業 外 費 用 8
経 常 利 益 445
特 別 損 失 2
税引前当期純利益 443
法人税、住民税及び
事業税 1

当 期 純 利 益 442

貸借対照表の要旨 (2026年６月30日現在) (単位：百万円)
資 産 の 部 負債及び純資産の部

特 定 資 産 7,730 流 動 負 債 2,811
その他の資産 705 固 定 負 債 3,876
流 動 資 産 699 負 債 合 計 6,687
固 定 資 産 4 社 員 資 本 1,748
繰 延 資 産 2 特 定 資 本 金 0

優 先 資 本 金 1,306
剰 余 金 442
当期未処分利益 442
純資産合計 1,748

資 産 合 計 8,435 負債・純資産合計 8,435

第 ８ 期 決 算 公 告
2026 年 10 月 14 日
東京都千代田区大手町一丁目６番１号
株式会社KPMG Ignition Tokyo

代表取締役社長 森谷 強
貸借対照表の要旨(2026年６月30日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 1,579,219
固 定 資 産 197,024
資 産 合 計 1,776,244

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,657,797
固 定 負 債 53,907
株 主 資 本 64,539
資 本 金 60,000
利 益 剰 余 金 4,539
その他利益剰余金 4,539
(うち当期純利益) (606)

負債・純資産合計 1,776,244

第 23 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 14 日

東京都港区元赤坂一丁目１番７1006号
常盤１特定目的会社
取締役 菊地 耕平

損益計算書の要旨
自 令和７年７月１日
至 令和８年６月30日

(単位：百万円)
科 目 金 額
営 業 収 益 3,038
営 業 費 用 1,639
営 業 利 益 1,398
営 業 外 収 益 169
営 業 外 費 用 0
経 常 利 益 1,568
税引前当期純利益 1,568
法人税、住民税及び
事業税 0

当 期 純 利 益 1,568
前期繰越利益 0
当期未処分利益 1,568

貸 借 対 照 表 の 要 旨
(令和８年６月30日現在) (単位：百万円)

資 産 の 部 負 債 の 部
特 定 資 産 13,169 流 動 負 債 305
流 動 資 産 638 固 定 負 債 23,000
固 定 資 産 12,531 負 債 合 計 23,306
その他の資産 11,942 純 資 産 の 部
流 動 資 産 741 社 員 資 本 1,805
固 定 資 産 11,191 特 定 資 本 金 0
繰 延 資 産 9 優 先 資 本 金 237

剰 余 金 1,568
当期未処分利益 1,568
純資産合計 1,805

資 産 合 計 25,112 負債・純資産合計 25,112

第 59 期 決 算 公 告
令和８年９月 25 日

東京都港区西新橋三丁目６番10号
株式会社工業市場研究所
代表取締役 渡邊 竜也

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 1,064,826
固 定 資 産 210,464
資 産 合 計 1,275,290

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 92,482
固 定 負 債 73,000
引 当 金 73,000
株 主 資 本 1,109,808
資 本 金 15,000
利 益 剰 余 金 1,094,908
利 益 準 備 金 3,800
その他利益剰余金 1,091,108
(うち当期純利益) (114,784)

負債・純資産合計 1,275,290

第 23 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 14 日

東京都港区元赤坂一丁目１番７1006号
常盤２特定目的会社
取締役 小澤 文子

損益計算書の要旨
自 令和７年７月１日
至 令和８年６月30日

(単位：百万円)
科 目 金 額
営 業 収 益 3,139
営 業 費 用 1,925
営 業 利 益 1,213
営 業 外 収 益 169
営 業 外 費 用 0
経 常 利 益 1,383
税引前当期純利益 1,383
法人税、住民税及び
事業税 0

当 期 純 利 益 1,383
前期繰越利益 
当期未処分利益 1,383

貸 借 対 照 表 の 要 旨
(令和８年６月30日現在) (単位：百万円)

資 産 の 部 負 債 の 部
特 定 資 産 16,499 流 動 負 債 687
流 動 資 産 724 固 定 負 債 24,792
固 定 資 産 15,775 負 債 合 計 25,479
その他の資産 10,538 純 資 産 の 部
流 動 資 産 1,155 社 員 資 本 1,558
固 定 資 産 9,368 特 定 資 本 金 0
繰 延 資 産 14 優 先 資 本 金 175

剰 余 金 1,383
当期未処分利益 1,383
純資産合計 1,558

資 産 合 計 27,038 負債・純資産合計 27,038

第 １ 期 決 算 公 告
令和８年８月 21 日

東京都中央区新川二丁目８番４号
株式会社VACAN Technologies

代表取締役 田巻 流
貸借対照表の要旨

(令和８年５月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 49,460
固 定 資 産 1,343
資 産 合 計 50,804

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 2,103
株 主 資 本 48,700
資 本 金 25,000
資 本 剰 余 金 25,000
資 本 準 備 金 25,000
利 益 剰 余 金 1,299
その他利益剰余金 1,299
(うち当期純損失) (1,299)

負債・純資産合計 50,804

令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報



第 35 期決算公告 令和８年10月14日
東京都新宿区百人町二丁目27番７号

株式会社マスターピース
代表取締役 吉川 裕治

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 307,334
固 定 資 産 30,852
資 産 合 計 338,186

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 78,775
固 定 負 債 10,458
役員退職慰労引当金 10,458
株 主 資 本 248,952
資 本 金 21,000
利 益 剰 余 金 227,952
利 益 準 備 金 5,250
その他利益剰余金 222,702
(うち当期純利益) (121,866)

負債・純資産合計 338,186

第 23 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 14 日

東京都港区元赤坂一丁目１番７1006号
常盤３特定目的会社
取締役 菊地 耕平

損益計算書の要旨
自 令和７年７月１日
至 令和８年６月30日

(単位：百万円)
科 目 金 額
営 業 収 益 2,637
営 業 費 用 1,669
営 業 利 益 968
営 業 外 収 益 173
営 業 外 費 用 0
経 常 利 益 1,141
税引前当期純利益 1,141
法人税、住民税及び
事業税 1

当 期 純 利 益 1,139
前期繰越利益 0
当期未処分利益 1,139

貸 借 対 照 表 の 要 旨
(令和８年６月30日現在) (単位：百万円)

資 産 の 部 負 債 の 部
特 定 資 産 14,917 流 動 負 債 314
流 動 資 産 640 固 定 負 債 21,050
固 定 資 産 14,276 負 債 合 計 21,364
その他の資産 9,004 純 資 産 の 部
流 動 資 産 759 社 員 資 本 2,557
固 定 資 産 8,230 特 定 資 本 金 0
繰 延 資 産 15 優 先 資 本 金 1,417

剰 余 金 1,139
当期未処分利益 1,139
純資産合計 2,557

資 産 合 計 23,922 負債・純資産合計 23,922

第 10 期決算公告 令和８年９月24日
東京都豊島区西池袋一丁目11番１号

株式会社レトリバ
代表取締役 田口 琢也

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 310,844
固 定 資 産 69,401
資 産 合 計 380,246

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 90,053
(賞与引当金) (12,668)
固 定 負 債 338,460
株 主 資 本 48,266
資 本 金 10,000
資 本 剰 余 金 299,174
資 本 準 備 金 299,174
利 益 剰 余 金 357,441
その他利益剰余金 357,441
(うち当期純損失) (87,322)

負債・純資産合計 380,246

第 14 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 14 日

東京都港区元赤坂一丁目１番７1006号
常盤６特定目的会社
取締役 菊地 耕平

損益計算書の要旨
自 令和７年７月１日
至 令和８年６月30日

(単位：百万円)
科 目 金 額
営 業 収 益 708
営 業 費 用 831
営 業 損 失 122
営 業 外 収 益 1
営 業 外 費 用 0
経 常 損 失 121
税引前当期純損失 121
法人税、住民税及び
事業税 0

当 期 純 損 失 122
前期繰越損失 652
当期未処理損失 775

貸 借 対 照 表 の 要 旨
(令和８年６月30日現在) (単位：百万円)

資 産 の 部 負 債 の 部
特 定 資 産 12,722 流 動 負 債 161
流 動 資 産 158 固 定 負 債 10,700
固 定 資 産 12,563 負 債 合 計 10,861
その他の資産 1,089 純 資 産 の 部
流 動 資 産 995 社 員 資 本 2,950
固 定 資 産 66 特 定 資 本 金 0
繰 延 資 産 28 優 先 資 本 金 3,726

剰 余 金 775
当期未処理損失 775
純資産合計 2,950

資 産 合 計 13,811 負債・純資産合計 13,811

第 20 期決算公告 令和８年９月24日
東京都豊島区西池袋一丁目11番１号

株式会社万葉
代表取締役 大場 寧子

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 184,674
固 定 資 産 4,580
資 産 合 計 189,255

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 38,284
固 定 負 債 10,956
株 主 資 本 140,014
資 本 金 10,000
資 本 剰 余 金 10,620
資 本 準 備 金 10,620
利 益 剰 余 金 119,394
その他利益剰余金 119,394
(うち当期純利益) (14,306)

負債・純資産合計 189,255

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
三
千
万
円
減
少
し
一
千

万
円
と
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

川
崎
市
宮
前
区
西
野
川
三
丁
目
五
番
六
号

株
式
会
社
ワ
イ
ゼ
ン

代
表
取
締
役

田
畑

奈
那

第 45 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 14 日
川崎市宮前区西野川三丁目５番６号

株式会社ワイゼン
代表取締役 田畑 奈那

貸借対照表の要旨
(令和８年４月30日現在) (単位：円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 26,221,891
固 定 資 産 78,609,406
合 計 104,831,297

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 11,880,009
株 主 資 本 92,951,288
資 本 金 40,000,000
利 益 剰 余 金 55,551,288
その他利益剰余金 55,551,288
(うち当期純利益) (6,868,159)
自 己 株 式 2,600,000
合 計 104,831,297

第１期決算公告 令和８年10月14日
東京都港区浜松町２５３
東京リズエナジ株式会社
代表取締役 樋口 博基

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 13,484
固 定 資 産 414
資 産 合 計 13,898

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 794
株 主 資 本 13,104
資 本 金 9,000
資 本 剰 余 金 7,000
資 本 準 備 金 7,000
利 益 剰 余 金 2,896
その他利益剰余金 2,896
(うち当期純損失) (2,896)

負債・純資産合計 13,898

第 １ 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 14 日

東京都千代田区霞が関三丁目２番５号
Ｖ京都東山特定目的会社

取締役 武壽 損益計算書の要旨
自 令和８年２月20日
至 令和８年５月31日

(単位：千円)
科 目 金 額
営 業 収 益 85,020
営 業 費 用 115,761
営 業 損 失 30,740
営 業 外 収 益 0
営 業 外 費 用 0
経 常 損 失 30,740
税引前当期純損失 30,740
法人税、住民税及び
事業税 72

当 期 純 損 失 30,813

貸借対照表の要旨 (令和８年５月31日現在) (単位：千円)
資 産 の 部 負債及び純資産の部
科 目 金 額 科 目 金 額
特 定 資 産 7,539,086流 動 負 債 581,681
特定資産の部合計 7,539,086固 定 負 債 7,000,000
その他の資産 911,880 負 債 合 計 7,581,681
流 動 資 産 688,165社 員 資 本 869,286
固 定 資 産 144,855 特 定 資 本 金 100
繰 延 資 産 78,860 優 先 資 本 金 900,000

剰 余 金 30,813
当期未処理損失 30,813
純資産合計 869,286

資 産 合 計 8,450,967負債・純資産合計 8,450,967

令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報 



第 ６ 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 14 日

東京都中央区銀座一丁目６番11号
シード特定目的会社
取締役 壽命 正晃 損益計算書の要旨

自 令和７年７月１日
至 令和８年６月30日

(単位：千円)
科 目 金 額
営 業 収 益 209,250
営 業 費 用 392,259
営 業 損 失 183,009
営 業 外 収 益 571
経 常 損 失 182,437
税引前当期純損失 182,437
法人税、住民税及び
事業税 1,210
当 期 純 損 失 183,647

貸 借 対 照 表 の 要 旨
(令和８年６月30日現在) (単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額
特 定 資 産 31,155,406流 動 負 債 102,910
固 定 資 産 31,155,406 負 債 合 計 102,910
そ の 他 資 産 1,533,055社 員 資 本 32,585,552
流 動 資 産 1,532,151 特 定 資 本 金 100
繰 延 資 産 904 優 先 資 本 金 32,769,100

剰 余 金 183,647
当期未処理損失 183,647
純資産合計 32,585,552

資 産 合 計 32,688,462負債・純資産合計 32,688,462

第 ７ 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 14 日
東京都新宿区西新宿八丁目１番２615号
ＰＭＯ西新宿

株式会社イデアロジー
代表取締役 坂本 哲朗

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 37,576
固 定 資 産 72,827
資 産 合 計 110,403

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 69,323
固 定 負 債 36,954
株 主 資 本 4,125
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 5,875
その他利益剰余金 5,875
(うち当期純利益) (38,195)

負債・純資産合計 110,403

新
設
分
割
公
告

当
社
は
、
新
設
分
割
に
よ
り
新
設
す
る
株
式
会
社

Ｄ
ａ
ｍ
（
住
所
千
葉
県
浦
安
市
日
の
出
六
丁
目
二
三

番
二
〇
号
）
に
対
し
て
当
社
の
不
動
産
保
有
・
賃

貸
・
管
理
及
び
売
買
事
業
に
関
す
る
権
利
義
務
を
承

継
さ
せ
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
の
で
公
告
し
ま

す
。こ

の
会
社
分
割
に
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

千
葉
県
浦
安
市
日
の
出
六
丁
目
二
三
番
二
〇
号

株
式
会
社
Ｄ
ａ
ｉ
ｓ
ｏ
ｎ

Ｓ
ｔ
ａ
ｉ
ｎ
ｌ

ｅ
ｓ
ｓ

代
表
取
締
役

大
村

貴
博

第 17 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 14 日
千葉県浦安市日の出六丁目23番20号

株式会社Daison Stainless
代表取締役 大村 貴博

貸借対照表の要旨
(令和８年５月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資

産

の

部

流 動 資 産 181,799
固 定 資 産 204,796
繰 延 資 産 2,896
資 産 合 計 389,492

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 46,334
固 定 負 債 218,742
株 主 資 本 124,414
資 本 金 1,000
利 益 剰 余 金 123,414
その他利益剰余金 123,414
(うち当期純利益) (23,922)

負債・純資産合計 389,492

第６期決算公告 令和８年９月29日
東京都港区新橋二丁目16番１号
株式会社ＷＩＲＥＢＡＳＥ

代表取締役 中村 伸志
貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)

科 目 金 額(百万円)
資
産
の
部
流 動 資 産 228
固 定 資 産 41
資 産 合 計 270

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 117
固 定 負 債 63
株 主 資 本 89
資 本 金 69
資 本 剰 余 金 67
資 本 準 備 金 67
利 益 剰 余 金 47
その他利益剰余金 47
(うち当期純利益) (25)

負債・純資産合計 270

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
一
三
五
〇
万
円
減
少
し

四
九
〇
〇
万
円
と
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

効
力
発
生
日
は
令
和
八
年
十
二
月
一
日
で
あ
り
、

株
主
総
会
の
決
議
は
、
令
和
八
年
八
月
十
二
日
に
終

了
し
て
お
り
ま
す
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

群
馬
県
前
橋
市
表
町
二
丁
目
三
〇
番
八
号
ア

ク
エ
ル
前
橋
三
階株

式
会
社
フ
レ
ン
ド
パ
ー
ク

代
表
取
締
役

井
上

治

第 26 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 14 日

群馬県前橋市表町二丁目30番８号アクエル前橋３階
株式会社フレンドパーク
代表取締役 井上 治

貸 借 対 照 表 の 要 旨
(令和８年５月31日現在) (単位：円)

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 64,784,443 流 動 負 債 64,767,003
固 定 資 産 80,867,550 固 定 負 債 65,197,754
有形固定資産 56,708,391 株 主 資 本 15,687,236
無形固定資産 5,964,274 資 本 金 62,500,000
投資その他の資産 18,194,885 資 本 剰 余 金 0
繰 延 資 産 0 資 本 準 備 金 0

利 益 剰 余 金 46,812,764
利 益 準 備 金 0
その他利益剰余金 46,812,764
(うち当期純損失) (27,140,438)

資 産 合 計 145,651,993 負債・純資産合計 145,651,993

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

（
甲
株
式
二
百
株
を
含
む
）
を
承
継
し
て
存
続
し
乙

は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
の
で
公
告
し
ま

す
。効

力
発
生
日
は
令
和
八
年
十
一
月
十
六
日
で
あ

り
、
甲
は
会
社
法
第
七
九
六
条
第
一
項
に
基
づ
き
株

主
総
会
の
承
認
決
議
を
経
ず
、
乙
の
株
主
総
会
決
議

は
令
和
八
年
十
一
月
十
三
日
に
予
定
し
て
お
り
ま

す
。こ

の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
開
示
状
況
は
次
の
と

お
り
で
す
。

（
甲
）
掲
載

日
刊
工
業
新
聞

掲
載
の
日
付

令
和
八
年
十
月
十
五
日

掲
載
頁

二
頁

（
乙
）
左
記
の
と
お
り
で
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

神
奈
川
県
相
模
原
市
南
区
相
南
四
丁
目
二
三

番
一
五
号
二
階（

甲
）
地
研
テ
ク
ノ
株
式
会
社

代
表
取
締
役

池
冨

隆
秀

神
奈
川
県
相
模
原
市
南
区
相
南
四
丁
目
二
三

番
一
五
号
二
階

（
乙
）
地
研
テ
ク
ノ
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス

株
式
会
社

代
表
取
締
役

木
村

英
明

第 ８ 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 14 日
神奈川県相模原市南区相南四丁目23番15号
２階
地研テクノホールディングス株式会社

代表取締役 木村 英明
貸借対照表の要旨(令和７年９月30日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 105,485
固 定 資 産 407,060
合 計 512,546

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 2,031
固 定 負 債 415,969
株 主 資 本 94,545
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 84,545
利 益 準 備 金 2,500
その他利益剰余金 82,045
(うち当期純利益) (34,611)
合 計 512,546

令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報



貸借対照表の要旨(令和７年12月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 297,254
固 定 資 産 7,755
合 計 305,009

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 277,597
株 主 資 本 27,412
資 本 金 1,000
利 益 剰 余 金 21,076
その他利益剰余金 21,076
(うち当期純利益) (5,336)
合 計 305,009

第 ８ 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 14 日
東京都千代田区丸の内一丁目６番２号
新丸の内センタービルディング21階

ACAMS Japan株式会社
代表取締役 ノーラン・マシュー・

アイケン

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
及
び
丙
の
権
利
義

務
全
部
を
承
継
し
て
存
続
し
乙
及
び
丙
は
解
散
す
る

こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。
な
お
、
甲
の
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
次
の

と
お
り
で
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

東
京
都
新
宿
区
西
新
宿
三
丁
目
五
番
三
号
西

新
宿
ダ
イ
ヤ
モ
ン
ド
パ
レ
ス
七
階

（
甲
）
リ
ビ
ル
ド
株
式
会
社

代
表
取
締
役

古
東

久
典

東
京
都
港
区
南
青
山
一
丁
目
三
番
一
号

（
乙
）
合
同
会
社
マ
ル
セ
イ
ユ

代
表
社
員

古
東

久
典

兵
庫
県
芦
屋
市
六
麓
荘
町
一
一
番
五
号

（
丙
）
合
同
会
社
Ｎ
ｏ
ｒ
ｉ
Ｍ
ａ
ｋ
ｉ

代
表
社
員

古
東

久
典

第５期決算公告 令和８年10月14日
東京都新宿区西新宿三丁目５番３号
西新宿ダイヤモンドパレス７階

リビルド株式会社
代表取締役 古東 久典

貸借対照表の要旨(令和８年１月31日現在)
科 目 金 額(円)

資
産
の
部
流 動 資 産 3,600,887
固 定 資 産 392,129,923
資 産 合 計 395,730,810

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 421,322,368
負 債 合 計 421,322,368

株 主 資 本 25,591,558
資 本 金 1,000,000
利 益 剰 余 金 26,591,558
その他利益剰余金 26,591,558
(うち当期純損失) (9,099,151)
純資産合計 25,591,558

負債・純資産合計 395,730,810

第 47 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 14 日

山梨県甲府市大津町1088番７
スタンデックスエレクトロニクスジャパン

株式会社
代表取締役 ラルフ・マイヤー

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 4,888,799
固 定 資 産 11,356,151
資 産 合 計 16,244,950

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 2,940,707
固 定 負 債 1,076,896
株 主 資 本 12,227,347
資 本 金 200,000
利 益 剰 余 金 12,027,347
利 益 準 備 金 50,000
その他利益剰余金 11,977,347
(うち当期純利益) (2,674,559)

負債・純資産合計 16,244,950

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
二
億
一
千
八
百
四
十
二

万
七
千
円
減
少
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

京
都
市
左
京
区
下
鴨
北
園
町
二
〇
番
地
三

バ
ー
ベ
ナ
コ
ー
ポ
レ
ー
シ
ョ
ン
株
式
会
社

代
表
取
締
役

檜
山
か
お
る

第 ９ 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 14 日

京都市左京区下鴨北園町20番地３
バーベナコーポレーション株式会社

代表取締役 檜山かおる
貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 11,502
固 定 資 産 139
合 計 11,642

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 4,676
株 主 資 本 6,965
資 本 金 1,000
利 益 剰 余 金 5,965
その他利益剰余金 5,965
(うち当期純損失) (397)
合 計 11,642

第２期決算公告 令和８年10月14日
愛知県蒲郡市大塚町丸山127２

株式会社ミスコンシャスホールディングス
代表取締役 小山 絵実

貸借対照表の要旨(令和８年７月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資

産

の

部

流 動 資 産 1
固 定 資 産 474,361
繰 延 資 産 400
合 計 474,762

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 71
固 定 負 債 626
株 主 資 本 474,064
資 本 金 2,000
資 本 剰 余 金 472,361
その他資本剰余金 472,361
利 益 剰 余 金 296
その他利益剰余金 296
(うち当期純損失) (291)
合 計 474,762

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
二
千
万
円
減
少
し
一
千

万
円
と
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

東
京
都
羽
村
市
羽
加
美
二
丁
目
六
番
三
九
号

株
式
会
社
シ
ス
プ
ロ

代
表
取
締
役

外
山

淳

第 51 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 14 日
東京都羽村市羽加美二丁目６番39号

株式会社シスプロ
代表取締役 外山 淳

貸借対照表の要旨
(令和７年９月30日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 127,888
固 定 資 産 12,980
合 計 140,869

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 22,456
固 定 負 債 124,223
株 主 資 本 5,810
資 本 金 30,000
利 益 剰 余 金 35,810
その他利益剰余金 35,810
(うち当期純利益) (34,952)
合 計 140,869

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

（
甲
株
式
九
万
株
を
含
む
）
を
承
継
し
て
存
続
し
乙

は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
次
の
と
お
り

で
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

東
京
都
大
田
区
蒲
田
五
丁
目
一
八
番
八
号
蒲

田
ア
ル
コ
ー
ブ
四
Ｆ

（
甲
）
株
式
会
社
Ｄ
Ｄ

代
表
取
締
役

安
田

吉
雄

東
京
都
目
黒
区
目
黒
本
町
二
丁
目
一
七
番
三

号
サ
ン
ラ
イ
ズ
目
黒
一
〇
三

（
乙
）
株
式
会
社
Ｉ
．
Ｆ

Ｂ
ｏ
ｘ

代
表
取
締
役

鈴
木

佳
澄

令和８年10月14日
東京都大田区蒲田五丁目18番８号

蒲田アルコーブ４Ｆ
株式会社ＤＤ

代表取締役 安田 吉雄
貸借対照表の要旨

(令和８年４月30日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 201,054
固 定 資 産 85,227
資 産 合 計 286,282

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 268,738
株 主 資 本 17,543
資 本 金 9,000
利 益 剰 余 金 8,543
その他利益剰余金 8,543
(うち当期純利益) (21,653)

負債・純資産合計 286,282

令和８年10月14日
東京都目黒区目黒本町二丁目17番３号

サンライズ目黒103
株式会社Ｉ．Ｆ Ｂｏｘ
代表取締役 鈴木 佳澄

貸借対照表の要旨
(令和７年12月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資

産

の

部

流 動 資 産 73,050
固 定 資 産 29,354
繰 延 資 産 492
資 産 合 計 102,896

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 73,835
株 主 資 本 29,060
資 本 金 2,000
利 益 剰 余 金 27,060
その他利益剰余金 27,060
(うち当期純利益) (9,246)

負債・純資産合計 102,896

令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報 



合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

東
京
都
新
宿
区
市
谷
本
村
町
二
番
一
〇
号
ス

ト
リ
ー
ム
市
ヶ
谷
九
〇
二
号

（
甲
）
株
式
会
社
デ
バ
イ
ス
タ
イ
ル
マ
ー

ケ
テ
ィ
ン
グ

代
表
取
締
役

日
高

寛
彰

東
京
都
新
宿
区
市
谷
本
村
町
二
番
一
〇
号
ス

ト
リ
ー
ム
市
ヶ
谷
九
〇
二
号

（
乙
）
株
式
会
社
デ
バ
イ
ス
タ
イ
ル

代
表
取
締
役

日
高

寛
彰

第 66 期決算公告 令和８年10月14日
東京都新宿区市谷本村町２番10号
ストリーム市ヶ谷902号

株式会社デバイスタイルマーケティング
代表取締役 日高 寛彰

貸借対照表の要旨(令和７年12月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 239,388
固 定 資 産 55,430
合 計 294,818

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 69,777
株 主 資 本 225,041
資 本 金 50,000
資 本 剰 余 金 30,409
資 本 準 備 金 12,500
その他資本剰余金 17,909
利 益 剰 余 金 144,631
その他利益剰余金 144,631
(うち当期純利益) (18,563)
合 計 294,818

第 10 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 14 日

東京都新宿区市谷本村町２番10号
ストリーム市ヶ谷902号

株式会社デバイスタイル
代表取締役 日高 寛彰

貸借対照表の要旨
(令和７年12月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 91,282
固 定 資 産 138,188
合 計 229,471

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 99,190
固 定 負 債 
株 主 資 本 130,280
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 120,280
その他利益剰余金 120,280
(うち当期純利益) (23,115)
合 計 229,471

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
、
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た

し
ま
し
た
。

効
力
発
生
日
は
令
和
八
年
十
一
月
二
十
日
で
あ

り
、
両
社
の
株
主
総
会
の
承
認
決
議
は
令
和
八
年
九

月
一
日
に
終
了
し
て
お
り
ま
す
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
両
社
の
最
終
貸
借
対
照
表
は
次
の
と
お
り

で
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

沖
縄
県
宮
古
島
市
平
良
字
下
里
八
一
二
番
地

（
甲
）
株
式
会
社
は
ま
も
と

代
表
取
締
役

濱
元

美
和

沖
縄
県
宮
古
島
市
平
良
字
西
仲
宗
根
二
番
地

（
乙
）
株
式
会
社
Ａ
Ｇ
Ｎ

代
表
取
締
役

粟
國

太
一

第 37 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 14 日

沖縄県宮古島市平良字下里812番地
株式会社はまもと

代表取締役 濱元 美和
貸借対照表の要旨

(令和７年10月31日現在) (単位：円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 431,979,053
固 定 資 産 312,419,115
資 産 合 計 744,398,168

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 132,999,765
固 定 負 債 414,702,046
株 主 資 本 196,696,357
資 本 金 5,000,000
利 益 剰 余 金 191,696,357
繰越利益剰余金 191,696,357
(うち当期純利益) (17,692,168)

負債・純資産合計 744,398,168

第 ５ 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 14 日
沖縄県宮古島市平良字西仲宗根２番地

株式会社ＡＧＮ
代表取締役 粟國 太一

貸借対照表の要旨
(令和７年10月31日現在) (単位：円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 49,750,347
固 定 資 産 46,930,654
資 産 合 計 96,681,001

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 42,407,752
固 定 負 債 54,545,000
株 主 資 本 271,751
資 本 金 5,000,000
利 益 剰 余 金 5,271,751
繰越利益剰余金 5,271,751
(うち当期純損失) (3,159,087)

負債・純資産合計 96,681,001

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

新
潟
県
魚
沼
市
井
口
新
田
一
五
三
番
地

（
甲
）
株
式
会
社
フ
ァ
イ
ブ
Ｋ

代
表
取
締
役

葛
城

淳

新
潟
県
魚
沼
市
井
口
新
田
一
五
三
番
地

（
乙
）
Ｇ
Ｃ
Ｊ
Ｉ
７
株
式
会
社

代
表
取
締
役

葛
城

淳

第 １ 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 14 日

新潟県魚沼市井口新田153番地
株式会社ファイブＫ
代表取締役 葛城 淳

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 9,288
固 定 資 産 413,200
資 産 合 計 422,488

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 94
固 定 負 債 325,000
株 主 資 本  2,606
資 本 金 700
利 益 剰 余 金  3,306
その他利益剰余金  3,306
(うち当期純損失) (3,306)

新 株 予 約 権 100,000
負債・純資産合計 422,488

第３期決算公告 令和８年10月14日
新潟県魚沼市井口新田153番地

ＧＣＪＩ７株式会社
代表取締役 葛城 淳

貸借対照表の要旨(令和７年７月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 23,710
固 定 資 産 146,335
資 産 合 計 170,045

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 2,359
固 定 負 債 163,855
株 主 資 本 3,831
資 本 金 2,550
資 本 剰 余 金 2,500
資 本 準 備 金 2,500
利 益 剰 余 金  1,218
その他利益剰余金  1,218
(うち当期純利益) (505)

負債・純資産合計 170,045

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
の
で
公
告
し
ま
す
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

北
九
州
市
小
倉
北
区
浅
野
二
丁
目
一
八
番
一

五
号
Ｍ
Ｏ
ビ
ル
五
〇
三
号
室

（
甲
）
株
式
会
社
あ
い
ふ
ろ
い
で

代
表
取
締
役

舩
田

愛

福
岡
市
中
央
区
今
泉
一
丁
目
二
〇
番
二
号
天

神
Ｍ
Ｅ
Ｎ
Ｔ
ビ
ル
四
階

（
乙
）
株
式
会
社
フ
ロ
イ
デ
ー
ル

代
表
取
締
役

舩
田

愛

第７期決算公告 令和８年10月14日
北九州市小倉北区浅野二丁目18番15号
ＭＯビル503号室

株式会社あいふろいで
代表取締役 舩田 愛

貸借対照表の要旨(令和８年４月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資

産

の

部

流 動 資 産 51,674
固 定 資 産 4,177
繰 延 資 産 81
資 産 合 計 55,933

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 14,215
固 定 負 債 23,619
株 主 資 本 18,099
資 本 金 19,000
利 益 剰 余 金 900
その他利益剰余金 900
(うち当期純利益) (60)

負債・純資産合計 55,933

第 11 期決算公告 令和８年10月14日
福岡市中央区今泉一丁目20番２号
天神ＭＥＮＴビル４階

株式会社フロイデール
代表取締役 舩田 愛

貸借対照表の要旨(令和７年10月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 28,098
固 定 資 産 33,238
資 産 合 計 61,337

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 26,669
固 定 負 債 24,424
株 主 資 本 10,243
資 本 金 5,000
利 益 剰 余 金 5,243
その他利益剰余金 5,243
(うち当期純利益) (8,299)

負債・純資産合計 61,337

令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報



合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
、
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全

部
を
承
継
し
て
存
続
し
、
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い

た
し
ま
し
た
。
効
力
発
生
日
は
令
和
八
年
十
二
月
一

日
で
す
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
く
だ

さ
い
。

な
お
、
両
社
の
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
、
本

公
告
と
併
せ
て
掲
載
し
て
お
り
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

福
岡
県
築
上
郡
吉
富
町
大
字
別
府
六
二
〇
番

地
一

（
甲
）
ナ
カ
ソ
ネ
住
設
株
式
会
社

代
表
取
締
役

仲
宗
根
大
祐

福
岡
県
築
上
郡
吉
富
町
大
字
土
屋
二
五
九
番

地
六（

乙
）
株
式
会
社
ス
マ
イ
ル
カ
ン
パ
ニ
ー

タ
ケ

代
表
取
締
役

武
吉

竜
盟

第 42 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 14 日
福岡県築上郡吉富町大字別府620番地１

ナカソネ住設株式会社
代表取締役 仲宗根大祐

貸借対照表の要旨(令和８年２月28日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 782,981
固 定 資 産 317,401
資 産 合 計 1,100,382

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 535,611
固 定 負 債 7,000
株 主 資 本 557,771
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 547,771
利 益 準 備 金 3,500
その他利益剰余金 544,271
(うち当期純利益) (71,674)

負債・純資産合計 1,100,382

第 ９ 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 14 日
福岡県築上郡吉富町大字土屋259番地６
株式会社スマイルカンパニータケ

代表取締役 武吉 竜盟
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 25,393
固 定 資 産 3,829
資 産 合 計 29,223

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 8,533
固 定 負 債 12,150
株 主 資 本 8,540
資 本 金 1,000
利 益 剰 余 金 7,540
その他利益剰余金 7,540
(うち当期純利益) (3,027)

負債・純資産合計 29,223

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。
効
力
発
生
日
は
令
和
八
年
十
一
月
十
六
日

で
あ
り
、
両
社
の
株
主
総
会
の
承
認
決
議
は
終
了
し

て
お
り
ま
す
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

東
京
都
渋
谷
区
南
平
台
町
一
六
番
一
一
号

（
甲
）
株
式
会
社
日
本
総
合
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー

代
表
取
締
役

上
原

寿
聡

東
京
都
渋
谷
区
南
平
台
町
一
六
番
一
一
号
Ｍ
Ｆ

Ｐ
Ｒ
渋
谷
南
平
台
ビ
ル

（
乙
）
株
式
会
社
ソ
リ
ッ
ド
コ
ー
ポ
レ
ー
シ
ョ
ン

代
表
取
締
役

秀
樹

第 27 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 14 日

東京都渋谷区南平台町16番11号
株式会社日本総合コミュニティー

代表取締役 上原 寿聡
貸借対照表の要旨

(令和８年２月28日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 352,436
固 定 資 産 51,072
資 産 合 計 403,508

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 284,735
固 定 負 債 136
株 主 資 本 118,637
資 本 金 30,000
利 益 剰 余 金 88,637
その他利益剰余金 88,637
(うち当期純利益) (34,322)

負債・純資産合計 403,508

第 20 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 14 日

東京都渋谷区南平台町16番11号
ＭＦＰＲ渋谷南平台ビル

株式会社ソリッドコーポレーション
代表取締役  秀樹

貸借対照表の要旨
(令和７年９月30日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 180,247
固 定 資 産 730
資 産 合 計 180,977

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 129,149
株 主 資 本 51,828
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 41,828
その他利益剰余金 41,828
(うち当期純利益) (1,180)

負債・純資産合計 180,977

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

石
川
県
金
沢
市
金
石
東
二
丁
目
一
三
番
一
二
号

（
甲
）
株
式
会
社
森
岡
イ
ン
タ
ー
ナ
シ
ョ

ナ
ル

代
表
取
締
役

森
岡

綾

石
川
県
金
沢
市
金
石
東
二
丁
目
一
三
番
一
四
号

（
乙
）
株
式
会
社
Ｆ
Ｂ
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

代
表
取
締
役

森
岡

篤
弘

第 38 期決算公告 令和８年10月14日
石川県金沢市金石東二丁目13番12号
株式会社森岡インターナショナル

代表取締役 森岡 綾
貸借対照表の要旨(令和８年４月30日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 375,721
固 定 資 産 5,540,641
合 計 5,916,362

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 5,985
固 定 負 債 2,757,325
株 主 資 本 3,153,051
資 本 金 12,000
資 本 剰 余 金 1,128,155
資 本 準 備 金 825,618
その他資本剰余金 302,536
利 益 剰 余 金 2,012,896
その他利益剰余金 2,012,896
(うち当期純利益) (18,369)
合 計 5,916,362

第 ７ 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 14 日
石川県金沢市金石東二丁目13番14号

株式会社ＦＢマネジメント
代表取締役 森岡 篤弘

貸借対照表の要旨(令和８年４月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 15,034
固 定 資 産 
合 計 15,034

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 2,239
固 定 負 債 30,044
株 主 資 本 17,249
資 本 金 1,000
利 益 剰 余 金 18,249
その他利益剰余金 18,249
(うち当期純損失) (7,057)
合 計 15,034

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
、
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た

し
ま
し
た
の
で
公
告
し
ま
す
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

長
崎
県
南
島
原
市
布
津
町
乙
一
五
六
六
番
地

（
甲
）
株
式
会
社
ダ
イ
マ
ル

代
表
取
締
役

側
島

央
士

長
崎
県
南
島
原
市
南
有
馬
町
戊
一
七
二
番
地
二

（
乙
）
株
式
会
社
大
丸
建
設

代
表
取
締
役

江
藤

強

第 49 期決算公告 令和８年10月14日
長崎県南島原市布津町乙1566番地

株式会社ダイマル
代表取締役 側島 央士

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 496,118
固 定 資 産 581,822
資 産 合 計 1,077,940

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 177,488
固 定 負 債 92,379
株 主 資 本 808,073
資 本 金 30,500
資 本 剰 余 金 530,751
資 本 準 備 金 8,558
その他資本剰余金 522,193
利 益 剰 余 金 246,821
その他利益剰余金 246,821
(うち当期純利益) (11,652)

負債・純資産合計 1,077,940

第 22 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 14 日
長崎県南島原市南有馬町戊172番地２

株式会社大丸建設
代表取締役 江藤 強

貸借対照表の要旨
(令和８年５月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 183,869
固 定 資 産 10
合 計 183,879

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 2,403
固 定 負 債 37,595
株 主 資 本 143,880
資 本 金 3,000
利 益 剰 余 金 140,880
その他利益剰余金 140,880
(うち当期純利益) (2,500)
合 計 183,879

令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報 



準
備
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
準
備
金
の
額
を
全
額
減
少
し
〇
円

と
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

福
岡
県
古
賀
市
日
吉
二
丁
目
一
六
番
七
号

株
式
会
社
リ
ッ
ク
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス

代
表
取
締
役

林
リ
ヨ
ウ
子

第 26 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 14 日

福岡県古賀市日吉２丁目16番７号
株式会社リックホールディングス

代表取締役 林リヨウ子
貸借対照表の要旨

(令和８年３月31日現在)(単位：百万円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 19
固 定 資 産 588
合 計 608

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 11
固 定 負 債 473
株 主 資 本 123
資 本 金 3
利 益 剰 余 金 120
その他利益剰余金 120
(うち当期純利益) (9)
合 計 608

第 21 期 決 算 公 告
令和８年６月 17 日

沖縄県名護市字豊原181番地
美らヒルズ・マネジメント株式会社

代表取締役 安藤 敏行
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 1,269
固 定 資 産 3,497
資 産 合 計 4,766

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 180
株 主 資 本 4,586
資 本 金 10,000
資 本 剰 余 金 4,810
資 本 準 備 金 2,500
その他資本剰余金 2,310
利 益 剰 余 金 10,224
その他利益剰余金 10,224
(うち当期純損失) (373)

負債・純資産合計 4,766

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
一
千
万
円
減
少
し
一
千

万
円
と
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
次
の
と
お
り

で
す
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

福
井
県
勝
山
市
昭
和
町
三
丁
目
二
番
五
八
号

株
式
会
社
サ
ン
エ

代
表
取
締
役

大
石
橋
広
治

第 42 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 14 日
福井県勝山市昭和町三丁目２番58号

株式会社サンエ
代表取締役 大石橋広治

貸借対照表の要旨
(令和７年11月30日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 4,176
固 定 資 産 2,288
合 計 6,465

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 4,176
固 定 負 債 6,401
株 主 資 本 4,112
資 本 金 20,000
利 益 剰 余 金 24,112
(うち当期純損失) (5,738)
合 計 6,465

第２期決算公告 令和８年９月14日
京都市左京区下鴨北園町88番地７

一般社団法人
子どもと育ちのコホート研究・実践協会

代表理事 加藤 正晴
貸借対照表の要旨(令和８年７月31日現在)

科 目 金 額(円)
資

産

の

部

流 動 資 産 3,899,399
固 定 資 産 1,445
繰 延 資 産 123,400
合 計 4,024,244

負
債
及
び
正

味
財
産
の
部

流 動 負 債 758,383
固 定 負 債 
負 債 合 計 758,383
基 金 320,000
指定正味財産 
一般正味財産 2,945,861
正味財産合計 3,265,861
合 計 4,024,244

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部
を

承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し

た
。効

力
発
生
日
は
令
和
八
年
十
一
月
十
六
日
で
す
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公
告

掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
次
の
と
お
り
で

す
。令

和
八
年
十
月
十
四
日

東
京
都
世
田
谷
区
桜
新
町
二
丁
目
一
番
一
一
号

ヴ
ェ
リ
テ
桜
新
町
三
〇
二

（
甲
）
城
西
コ
ー
ポ
レ
ー
シ
ョ
ン
株
式
会
社

代
表
取
締
役

伊
藤

暁
信

神
奈
川
県
秦
野
市
堀
西
三
六
四
番
地
の
一

（
乙
）
東
京
ス
チ
ー
ル
株
式
会
社

代
表
取
締
役

松
岡
志
貴
子

準
備
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
準
備
金
の
額
を
三
億
三
千
三
百
四
十

五
万
二
千
五
百
十
七
円
減
少
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し

た
。こ

の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公
告

掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
次
の
と
お
り
で

す
。令

和
八
年
十
月
十
四
日

東
京
都
世
田
谷
区
桜
新
町
二
丁
目
一
番
一
一
号

ヴ
ェ
リ
テ
桜
新
町
三
〇
二

城
西
コ
ー
ポ
レ
ー
シ
ョ
ン
株
式
会
社

代
表
取
締
役

伊
藤

暁
信

第 24 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 14 日
東京都世田谷区桜新町二丁目１番11号
ヴェリテ桜新町302
城西コーポレーション株式会社

代表取締役 伊藤 暁信
貸借対照表の要旨(令和８年７月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 201,136
固 定 資 産 11
合 計 201,147

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 292
株 主 資 本 200,854
資 本 金 10,000
資 本 剰 余 金 333,452
資 本 準 備 金 333,452
利 益 剰 余 金 142,598
その他利益剰余金 142,598
(うち当期純利益) (6,550)
合 計 201,147

第 57 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 14 日

神奈川県秦野市堀西364番地の１
東京スチール株式会社
代表取締役 松岡志貴子

貸借対照表の要旨
(令和７年９月20日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 8,084
固 定 資 産 343,452
合 計 351,537

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 100
株 主 資 本 351,437
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 341,437
利 益 準 備 金 2,500
その他利益剰余金 338,937
(うち当期純損失) (1,380)
合 計 351,537

第 10 期決算公告 令和８年８月17日
札幌市中央区大通西８丁目１８
Ｆ60 ３Ｆ

株式会社ＭＩＥＲＵＮＥ
代表取締役 桐本 靖規

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 210,227
固 定 資 産 102,838
合 計 313,066

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 48,883
固 定 負 債 147,217
株 主 資 本 116,966
資 本 金 13,000
資 本 剰 余 金 1,500
資 本 準 備 金 1,500
利 益 剰 余 金 102,466
その他利益剰余金 102,466
(うち当期純利益) (14,427)
合 計 313,066

第９期決算公告 令和８年10月14日
京都市下京区室町通綾小路上る鶏鉾町
480番地

栖峰投資ワークス株式会社
代表取締役 関 兵馬

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 99,469
固 定 資 産 8,465
合 計 107,934

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 10,358
株 主 資 本 97,575
資 本 金 55,000
資 本 剰 余 金 5,000
資 本 準 備 金 5,000
利 益 剰 余 金 37,575
その他利益剰余金 37,575
(うち当期純利益) (2,494)
合 計 107,934

令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報



合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部
を

承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し

た
。効

力
発
生
日
は
令
和
九
年
一
月
一
日
で
あ
り
、
甲
は

会
社
法
第
七
九
六
条
第
二
項
に
基
づ
き
株
主
総
会
の
承

認
決
議
は
経
ず
、
乙
の
株
主
総
会
決
議
は
令
和
八
年
九

月
二
十
五
日
に
終
了
し
て
お
り
ま
す
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公
告

掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
次
の
と
お
り
で

す
。令

和
八
年
十
月
十
四
日

静
岡
県
牧
之
原
市
大
寄
五
四
二
番
地
一

（
甲
）
静
岡
ロ
ー
ス
ト
シ
ス
テ
ム
株
式
会
社

代
表
取
締
役

廣
田

公
雄

静
岡
県
牧
之
原
市
大
寄
五
四
二
番
地
四

（
乙
）
マ
ル
サ
ン
萩
間
茶
株
式
会
社

代
表
取
締
役

廣
田

公
雄

第 46 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 14 日

静岡県牧之原市大寄542番地４
マルサン萩間茶株式会社
代表取締役 廣田 公雄

貸借対照表の要旨
(令和８年３月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 29,273
固 定 資 産 258,093
合 計 287,366

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 193,975
賞 与 引 当 金 708
株 主 資 本 93,391
資 本 金 3,000
利 益 剰 余 金 90,391
利 益 準 備 金 200
その他利益剰余金 90,191
(うち当期純損失) (7,306)
合 計 287,366

第 33 期 決 算 公 告

令和８年 10 月 14 日

静岡県牧之原市大寄542番地１

静岡ローストシステム株式会社

代表取締役 廣田 公雄

貸借対照表の要旨
(令和８年３月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額

資
産
の
部

流 動 資 産 673,306
固 定 資 産 1,469,174

合 計 2,142,481

負
債
及
び
純
資
産
の
部

流 動 負 債 818,319
賞 与 引 当 金 21,420
固 定 負 債 1,681

負債の部合計 820,000

株 主 資 本 1,314,288
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 1,304,288
その他利益剰余金 1,304,288
(うち当期純利益) (218,532)

評価・換算差額等 8,192
その他有価証券評価
差額金 8,192

純資産の部合計 1,322,480

合 計 2,142,481

第 65 期決算公告 令和８年８月28日
北海道旭川市永山北３条７丁目２番地

株式会社表鉄工所
代表取締役 表 雄仁

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資

産

の

部

流 動 資 産 1,088,808
固 定 資 産 852,037
繰 延 資 産 2,629
資 産 合 計 1,943,475

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 230,956
固 定 負 債 166,991
株 主 資 本 1,545,528
資 本 金 80,000
利 益 剰 余 金 1,473,264
利 益 準 備 金 20,000
その他利益剰余金 1,453,264
(うち当期純損失) (3,739)
自 己 株 式 7,736
負債・純資産合計 1,943,475

第 50 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 14 日

岩手県盛岡市愛宕町11番22号
株式会社鈴木測量設計
代表取締役 鈴木 史章

貸借対照表の要旨
(令和８年６月30日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 712,773
固 定 資 産 127,947
合 計 840,720

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 47,566
固 定 負 債 508,097
株 主 資 本 285,057
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 275,057
利 益 準 備 金 5,000
その他利益剰余金 270,057
当 期 純 損 失 38,238
合 計 840,720

第 64 期 決 算 公 告
令和８年９月 28 日

愛知県知多郡武豊町大字冨貴
字黒山１番地９
ニッタイ工業株式会社
代表取締役 石田 徹

貸借対照表の要旨
(令和８年７月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額

資
産
の
部

流 動 資 産 2,657,215
固 定 資 産 2,496,311

資 産 合 計 5,153,527

負
債
及
び
純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,241,911
(うち賞与引当金) (71,544)
うち社会保険引当
金  (10,731)
固 定 負 債 224,108
うち役員退職引当
金  (20,000)

負 債 合 計 1,466,020

株 主 資 本 3,687,507
資 本 金 90,000
資 本 剰 余 金 367,996
資 本 準 備 金 37,505
その他資本剰余金 330,490
利 益 剰 余 金 3,229,511
利 益 準 備 金 62,500
その他利益剰余金 3,167,011
(うち当期純利益) (53,177)

純資産合計 3,687,507

負債・純資産合計 5,153,527

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
及
び
丙
の
権
利
義
務

全
部
を
承
継
し
て
存
続
し
乙
及
び
丙
は
解
散
す
る
こ
と

に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公
告

掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
開
示
状
況
は
次
の
と
お

り
で
す
。

（
甲
）
下
記
の
と
お
り
で
す
。

（
乙
）
下
記
の
と
お
り
で
す
。

（
丙
）
計
算
書
類
の
公
告
義
務
は
あ
り
ま
せ
ん
。

令
和
八
年
十
月
十
四
日

北
九
州
市
八
幡
西
区
陣
の
原
四
丁
目
一
八
番
三
号

（
甲
）
西
日
本
金
属
検
査
株
式
会
社

代
表
取
締
役

岸
野

竹
流

北
九
州
市
八
幡
西
区
陣
原
四
丁
目
一
八
番
三
号

（
乙
）
ア
キ
ラ
・
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
株
式

会
社

代
表
取
締
役

岸
野

竹
流

北
九
州
市
八
幡
西
区
陣
原
四
丁
目
一
八
番
三
号

（
丙
）
有
限
会
社
フ
ィ
ー
ル
ド
・
コ
ー
ポ

レ
ー
シ
ョ
ン

代
表
取
締
役

岸
野

竹
流

第 51 期決算公告 令和８年10月14日
北九州市八幡西区陣の原四丁目18番３号

西日本金属検査株式会社
代表取締役 岸野 竹流

貸借対照表の要旨(令和８年７月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資

産

の

部

流 動 資 産 767,218
固 定 資 産 6,649,203
繰 延 資 産 4,644
合 計 7,421,066

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 384,585
固 定 負 債 6,461,836
株 主 資 本 574,644
資 本 金 40,000
利 益 剰 余 金 536,144
利 益 準 備 金 10,000
繰越利益剰余金 526,144
(うち当期純利益) (73,361)
自 己 株 式 1,500
合 計 7,421,066

第 13 期決算公告 令和８年10月14日
北九州市八幡西区陣原四丁目18番３号
アキラ・ホールディングス株式会社

代表取締役 岸野 竹流
貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 79,022
固 定 資 産 285,536
合 計 364,559

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 370
固 定 負 債 223,967
株 主 資 本 140,221
資 本 金 1,000
利 益 剰 余 金 139,221
繰越利益剰余金 139,221
(うち当期純損失) (195)
合 計 364,559

令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報 
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